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１．世界のエネルギー需給動向と原子力１．世界のエネルギー需給動向と原子力



7

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050

アフリカ

その他アジア

インド

中国

中南米

日本・豪州等

欧州

米国・カナダ

億人

年

100

90

80
70

60

50

40

30
20

10

1950 1970 1990 2010 2030 2050

1-1 人口増加と経済成長

出典： United Nations, World Population Prospects, The 2008 Revision

GDP成長率 (世界／アジア) WEO2008 ： 3.3%／5.7%  (2006-2030)
WETO2050： 3.2%／4.7%  (2001-2030)

世界人口の推移

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

1990 2001 2010 2030 2050

アジア

アフリカ・中東

中南米

CIS

日豪他

欧州

北米

世界の地域別GDP
兆＄（1995）

年

出典： EUROPEAN COMMISSION Directorate-General for Research （EUR
22038, 2006) : World Energy Technology Outlook – 2050

WEO2006、2030年
のGDP (世界)

約
１．
４倍

約
２．
５倍

世界人口は2030年には約83億人に達し、さらに増加
特に、アジア・アフリカの増加が大→世界人口の約8割
GDPも増加し、特にアジアの増加が大きい



46

44

38

36

38

37

19

32

19

40

17

24

15

26

40

4

26

55

10

25

26

4

25

17

70

9

15

0

11

11

39

8

6

1

7

5

5

3

1

6

2

0.5

6

26

6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

イタリア

日本

ドイツ

フランス

アメリカ

イギリス

中国

カナダ

ロシア

石油 天然ガス 石炭 原子力 水力

-100 -50 0 50 100

イタリア

日本

ドイツ

フランス

アメリカ

イギリス

中国

カナダ

ロシア

輸入依存度(%)

輸入依存度(原子力を除く)

輸入依存度(原子力を含む)

1-2 主要国のエネルギー源構成

主要国の一次エネルギー構成 主要国のエネルギー輸入依存度

構成割合(%)

出典：BP統計2009
出典：ENERGY BALANCES OF OECD COUNTRIES 2008 Edition
ENERGY BALANCES OF NON-OECD COUNTRIES 2008 Edition

輸入依存度(%)

8

・原子力はエネルギー輸入依存度の減少に貢献できる。
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1-3 主要国の電源構成

・原子力は主要国で電源として利用されている。
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1-5 世界のエネルギー源構成

世界の一次エネルギー消費の推移

出典：原子力・エネルギー図面集 2009 （電気事業連合会）

280億トン*1

323億トン

原子力発電代替分 *2

(20.9億トン, 7.5%増)

水力発電代替分 *2

（21.8億トン, 7.8%増）

世界における水力、原子力のCO2削減寄与の試算

*1 IEA ”CO2 EMISSIONS FROM FUEL COMBUSTION 2008 
EDITION”を元に環境省が作成した資料より
*2 IEA KEY WORLD ENERGY STATISTICS 2008の各電源
の発電実績, IPCC第4次評価報告第3作業部会報告書の電
源別CO2排出原単位より事務局作成.

世界全体のCO2
排出量(2006年)

世界全体の水力、原子力発電を火力で
代替した場合のCO2排出量(2006年)

代替火力発電の構成
は、石炭、石油、天然
ガスの発電量の2006
年実績の比とした．

水力、原子
力がなかっ
たら

・原子力は、世界の一次エネルギー供給量の約6%を安定して供給してきた。
（世界の発電量で見ると約16%）

・二酸化炭素の排出抑制に寄与してきた。

出典：BP統計２００８
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<主要国の原子力政策の変遷>

1970年代 石油危機を背景に、各国で積極的な導入、拡大

1980年代 チェルノブイリ事故

1990～2000年代 新規建設の停滞（米国など）、脱原子力政策（独国、スウェーデン）、

新規建設の凍結(スイス)、発電所の閉鎖（イタリア）

新規建設凍結の解除、建設申請を政府
に提出

スイス

原子力発電再開を記載した法案が可決イタリア

脱原子力政策の撤廃、既設炉の新規炉
へのリプレースを計画

スウェーデン

原子力推進派の三党による連立政権が
発足

独国

新規建設に向けてエネルギー法が施行英国

中断していた建設工事を再開、新規建
設を計画

米国

新規建設中仏国

1-6 世界における原子力発電量の推移

<主要国の最近の状況>
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原子力発電設備容量（運転中）の推移

出典：（社）日本原子力産業協会 世界の原子力発電開発の動向 2009年版

・1970-1990年頃に原子力発電の積極的な導入、拡大が進んだ。
・チェルノブイリ事故の影響等により、 1990年代以降、最近までは新規建設が停滞。
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エビアン（2003）
• より安全で信頼性があり、兵器転用や核拡散を防止し得る先進的原子力技術を開発するために原子力エネルギーを使
用するＧ８諸国の努力に留意する。
シーアイランド（2004）
• 原子力を引き続き使用し、かつＧＩＦに参加している国については、次世代原子力技術に関する多国間取り決めを起草。
グレインイーグルズ（2005）
• 原子力の利用を継続するＧ８諸国が、より安全で信頼性があり転換、拡散しにくい先進技術を開発する努力に留意する。
サンクトペテルブルグ（2006）
• 核不拡散、原子力安全及びセキュリティを確保した原子力エネルギーを利用する国は、その開発が世界のエネルギー安全
保障、気候変動等の課題の対処に資すると確信する。
ハイリゲンダム（2007）
• Ｇ８諸国はエネルギー多様化を達成するには異なる方法があることを認識し、不拡散、安全、セキュリティを確保した原子
力エネルギーを利用する国は、その開発が気候変動の挑戦に取組み、世界のエネルギー安全保障に資すると信ずる。
洞爺湖（2008）
• 気候変動及びエネルギー安全保障の懸念に対処する手段として原子力プログラムに関心を表明した国々が増加している
ことを認識。

• 保証措置（核不拡散）、原子力安全、核セキュリティ（３Ｓ）が原子力エネルギーの平和利用のための根本原則であることを
改めて表明。

• 日本の提言により、３Ｓに立脚した原子力エネルギー基盤整備に関する国際イニシアティブが開始。
ラクイラ（2009）
• 気候変動及びエネルギー安全保障の懸念に対処する手段として原子力プログラムに関心を表明する国々が増加している
ことを認識。

• 原子力エネルギーの平和的利用の根本的な前提が3Sに対する国際的なコミットメントであることを再確認。

1-7 世界における原子力の認識

出典：外務省HP

G8サミット宣言において、原子力の平和利用と開発の継続について言及。
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出典：世界原子力協会（ＷＮＡ）2009年12月データより作成

数値は設備容量（カッコ内は基数）を示す。
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1-8 世界における原子力発電の拡大の動向

〈稼働中〉
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〈建設・計画中〉
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<将来構想> ：３７カ国で、合計２９９基、約３０４GW
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南ア、ブラジル及び
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79.0(90)

36.7(37)

4(24)

27.0(20)

25.0(19)

20.0(15)

9.6(6) 3.8(3)

4(4)

4(4)

ｽｲｽ
3.2(5)4(3)

仏

3.4(2)

3.4(2)

2.0(2)

ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ

8.0(8)
2.0(2)

2.0(2)

2.0(2)

3.2(2)

ｲｽﾗｴﾙ
1.2(1)

1.2(1)

1.2(1)

1.3(1)

1.0(1)

1.0(1)

1.0(1)

1.0(1)

0.7(1)

0.7(1)

15.5(11)

0.6(2)

伊
17.0(10)

0.3(1)

4.0(4)

2.0(2)

ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ
6.0(6)

・1990年代以降、米欧では新設がなかったが、ここ数年、新設再開の動き。
・日米露中印等で大幅な増設が計画・構想されている。
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ポーランドポーランド
原子力発電の再導入を2005
年に閣議決定。2020年代
初頭の運開をめざす。

トルコトルコ
政府が原発初号機建設を入札。
露ｱﾄﾑｽﾄﾛｲｴｸｽﾎﾟｰﾄのみが応札。
（2008年）

エジプトエジプト
大統領が原子力発電導入
計画を発表。(2007年)

ベラルーシベラルーシ
下院で原子力法を審議中。100
万kW2基の建設サイトを2008年
中に決定予定。

ヨルダンヨルダン
仏、加、英と原子力協力覚書。中
と協力協定、韓との協定も検討中。
(2008年)

カザフスタンカザフスタン
ｴﾈﾙｷﾞｰ･鉱物資源省が原発導入の
ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｽﾀﾃﾞｨ開始。露、日、仏、
中等と協力が進行中。(2007-8年)

ＧＣＣ加盟国ＧＣＣ加盟国
（アラブ首長国連邦、バーレーン、クウェート、オマーン、カタール、サウジアラビア）（アラブ首長国連邦、バーレーン、クウェート、オマーン、カタール、サウジアラビア）
ＧＣＣサミットで共同の原発導入検討を表明。(2007年)

ベトナムベトナム
政府計画において、2020年までに最初の原発を運開する
予定。2009年1月に原子力エネルギー法を施行。
２ヶ所のサイト候補地についてプレＦＳ報告書を議会提出。

イスラエルイスラエル
首相官邸、国土基盤省で
原子力発電導入検討。
(2007年)

タイタイ
電源開発計画では、2020年に原発初号機の運開を計画。
2011年までに原発導入を閣議において判断する予定。
電力開発計画では、2021年までに4000MWeの発電量を
原子力で賄う予定。

マレーシアマレーシア
現行のエネルギー政策の見直しを大統領が表明。2020年
以降には原子力発電が必要との原子力庁の検討結果を
公表。(2008年)

インドネシアインドネシア
国家エネルギー計画では、2015-19年に原発初号機の
運開を予定しており、その後2025年までに段階的に4基
を建設することを計画。

モロッコモロッコ
2016-17年に初号機建設
を計画。仏と原子力協力協定。
(2007年)露とも協力。

チリチリ
エネルギー相が、原発導入の
ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｽﾀﾃﾞｨ開始を
表明。(2007年)

フィリピンフィリピン
80年代にほぼ建設完了しているバタアン原発の再活用に
関するﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｽﾀﾃﾞｨを開始。(2008年)

アルジェリアアルジェリア
米と原子力協力合意。
仏、亜と原子力協力
協定。(2007-8年)

リビアリビア
露と原子力協力合意。
仏と原子力協力協定。
(2007年)

バングラデシュバングラデシュ
国家エネルギー政策で、2020年までに２基の中小型炉の
建設を計画。2025年以降の電源構成における原子力の
割合を25%にすることを計画。

アラブ首長国連邦アラブ首長国連邦
原子力平和利用に関する公式
報告書を公表。仏、英と原子力
協力協定。米との協定も交渉中。
(2008年)

（2009年6月現在、報道等をもとに作成）

イタリアイタリア
原子力凍結解除の法案
を可決。(2009年)

ベネズエラベネズエラ
大統領が、原発導入検討
開始を表明。(2007年)

ナイジェリアナイジェリア
科学技術相が原発
導入検討を表明。
(2008年)

ガーナガーナ
政府が原発導入検討
を表明。(2008年)

1-9 世界における原子力発電の新規導入の動向
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世界の原子力発電設備容量の推移
（国際原子力機関(IAEA)予測）

出典：Energy, Electricity and Nuclear Power Estimates for
the Period up to 2030, 2008 Edition, IAEA RDS-1

1-10 世界の原子力発電量の将来予測

世界の原子力発電設備容量の推移
（経済協力開発機構原子力機関(OECD/NEA)予測）

出典：Nuclear Energy Outlook 2008, OECD/NEA

（ＧＷｅ）

（年）

・今後も原子力発電設備容量の増加が予測されている。



17出典）※１：United Nations, World Population Prospects The 2008 Revision,  ※２：International Monetary Fund, World Economic Outlook Database, 2008, 
※３：The World Bank, World Development Indicators online（2005年ﾃﾞｰﾀ）, ※４：OECD/IEAホームページ, Energy Balance Data, 2006, ※５：OECD/IEAホームページ, Electricity/Heat Data 2006

1-11 各国の国情並びに原子力事情

2015年までに原子力発電所を建設
することを検討。

石油7、石炭70、ｶﾞｽ12
水力11

716億213.2124,2938,7191,322億16カザフスタン

現時点では導入の計画なし。石油22、ｶﾞｽ783,944億0.0138,52039,9721,819億4.7シンガポール

現時点では導入の計画はないが、
2020年以降の導入を検討している。

石油3、石炭25、ｶﾞｽ64
水力8

9,156億143.393,3888,1182,216億27マレーシア

石油3、石炭41、水力56224億102.738171,800262億24北朝鮮

11,003億

42,996億

9,835億

4,040億

7,441億

28,642億

5,649億

13,874億

5,673億

13,311億

総発電
電力量※５

（kWh）

10

20

1

9

1

4

1

4

1

2

一人当たりの
年間CO2排出
量※３ （トン）

8,220

13,582

480

8,063

503

2,041

598

1,984

572

530

1人当たり
の消費電力
量※３（kWh）

建設中６基、計画中６基石油6、石炭38、ｶﾞｽ18
水力1、原子力37

20.219,1369,291億48韓国

建設中６基、計画中２４基石油4、石炭68、ｶﾞｽ8
水力15、原子力3

77.01,01712,067億1,198インド

建設中１７基、計画中３４基石油2、石炭80、ｶﾞｽ1
水力15、原子力2

93.13,25943,275億1,345中国

2020年前後に原子力発電を導入
することを計画。

石油4、石炭17、ｶﾞｽ37
水力42

137.61,042898億88ベトナム

2021年までに４基を導入する計画。石油6、石炭18、ｶﾞｽ68
水力6、その他2

54.44,1162,733億68タイ

バターン原子力発電所の運転開始
可能性について調査を実施。

石油8、石炭27、ｶﾞｽ29
水力18、その他18

57.51,8451,670億92フィリピン

建設中１基、計画中２基石油29、石炭1、ｶﾞｽ36
水力32、原子力2

77.41,0221,646億181パキスタン

建設中１基、計画中３４基石油2、石炭49、ｶﾞｽ20
水力7、原子力19、他3

71.347,439144,414億315米国

19.2

171.8

ｴﾈﾙｷﾞｰ自
給率（％）※４

(原子力含む)

38,457

2,239

1人当たり
のGDP※２

（USドル）

石油11、石炭27、ｶﾞｽ23
水力9、原子力28、他2

石油29、石炭44、ｶﾞｽ15
水力7、その他5

電源構成※５

（％）

建設中３基、計画中１２基49,107億127日本

2019年までに原子力発電所の商
業運転を開始する予定。

5,118億230インドネシア

原子力発電計画
ＧＤＰ※２

（USドル）

人口※１

（百万人）

アジアの国々では、地球温暖化対策と将来的なエネルギー安定供給の観点から、
原子力発電の導入・拡大が計画されている。

アジア諸国等の経済状況・電力利用状況および原子力発電計画
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1-12 原子力利用に必要な基盤

＜基盤整備＞
原子力プログラムを定め、運用するに必要な全ての活動及び準備。

＜基盤整備の課題＞

①国の立場

②原子力安全

③マネージメント

④財源、資金調達

⑤法的枠組み

⑥保障措置

⑦規制枠組み

⑧放射線防護

⑨電力網

⑩人的資源開発

⑪ステークホルダー・インボルブメント

⑫サイト及びサポート施設

⑬環境保護

⑭緊急時対策

⑮セキュリティ及び核物質防護

⑯核燃料サイクル

⑰放射性廃棄物

⑱産業界の巻き込み

⑲調達

出典:IAEA Nuclear Energy Series, No NG-G-3.1, “Milestone in the Development of a
National Infrastructure for Nuclear Power”を基に事務局作成

・原子力利用には、広範な技術的社会的産業的基盤の整備が必要。
・新規導入をめざす途上国にとって、この基盤整備が課題となる。
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・主要国は、新規導入国に対して様々な支援を実施している。

1-13 主な国々による支援

・国際原子力安全学校（INSS）を用いた原子力安全規制に関する人材育成 【ASEAN諸国】韓国

・カナダ型重水炉（CANDU炉）導入に関するＦＳ調査支援 【ヨルダン】カナダ

・ウラン採掘、人材育成、研究開発の協力、及び原子力関連訓練システムの提供 【ヨルダン】中国

主 な 協 力 （支 援） 内 容

・ウラン探鉱、採取、精錬についての技術支援 【モンゴル】

・遠心分離濃縮工場の建設に当たっての技術支援 【中国】 等

ロシア

米国 ・原子力安全分野（許認可、安全技術等）における情報交換 【ベトナム】

・原子力規制委員会（NRC）への研修生受入れ 【日本、韓国、ルーマニア等】

・核燃料密輸の懸念の高い国々に対する防止策策定協力 【旧ＣＩＳ諸国】

・原子力発電所新設に向けた環境影響評価（ＥＩＡ）・実現可能性調査（ＦＳ）【アルメニア】 等

仏国 仏国の原子力技術を導入する国々に対しては、国際原子力支援機構（ＡＦＮＩ）を通じた基盤整備支援
を実施。

（規制・法的枠組、安全技術、運転員訓練、人材育成等に関して、仏国公的機関の支援を提供）

日本 アジア諸国を中心に人材育成等を含む基盤整備の支援を実施中。

主要国による二国間協力（支援）

出典：各国関連省庁・大使館のプレスリリース及び一部報道を基に事務局で作成
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２．地球温暖化対策としての原子力２．地球温暖化対策としての原子力
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2-1 二酸化炭素排出量の現状と予測（１）

出典：IPCC第4次評価報告第3WG報告書

発電分野

産業分野

運輸分野

住宅・サービス

森林伐採 その他

精製所他 国際輸送

年

世界の分野別CO2排出量の推移

(直接排出）

出典：２００７年度（平成１９年度）温室効果ガス排出量確定値について (環境省)

直接排出割合

間接排出割合

日本の分野別CO2排出量の推移

工業プロセス

（石灰石消費等）

4.1%
（4.1%）

家庭部門

13.8%
（4.8%）

産業部門

（工業等）

36.1%
（29.7%）

ｴﾈﾙｷﾞｰ転換部門

（発電所等）

6.4%
（33.8%）

廃棄物（廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ、廃油の焼却）

2.4%
（2.4%）

燃料からの漏出

0%
（0%）

運輸部門

（自動車・船舶等）

19.1%
（18.5%）

業務その他部門

（商業・ｻｰﾋﾞｽ・事業所等）

18.1%
（6.7%）

・発電分野からの二酸化炭素排出量は大きい。
・発電量の急速な伸びに伴い、二酸化炭素排出量が増加している。
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出典:地球温暖化問題に関する
懇談会（第９回）参考資料

○国連気候変動枠組条約
附属書Ⅰ国(41)：削減義務を負う
OECD+EC(24)、中東欧の市場経済
移行国(14)、ﾄﾙｺ、ﾓﾅｺ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ
非附属書Ⅰ国(151)：削減義務なし
○京都議定書：187ヵ国
附属書Ⅰ国の数値約束（米・ﾄﾙｺは未締約）

・中国、インドを含む途上国による二酸化炭素排出量が大きな割合を占めている。
・途上国の二酸化炭素排出量は今後も増加する見通し。

2-2 二酸化炭素排出量の現状と予測（２）
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2-3 世界の二酸化炭素排出量削減の試算

出典：国際エネルギー機関”World Energy Outlook 2009”より事務局作成

標準シナリオ： 各国の現行政策、対策の継続を想定

550政策シナリオ： 温室効果ガスを550ppmで安定化し、気温上昇を3℃程度に抑える
450政策シナリオ： 温室効果ガスを450ppmで安定化し、気温上昇を2℃程度に抑える（2050年までに排出量半減）

世界の一次エネルギー消費試算 世界のCO2排出量試算
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6%
13%

81% 80% 67%

標準ｼﾅﾘｵ 450政策ｼﾅﾘｵ

約1.9倍

約2.2倍

・2050年までに世界の二酸化炭素の排出量を半減するには、省エネ・効率化と並
び、再生可能エネルギーや原子力の利用を2030年までに倍増するペースで推進し、
従来型の化石エネルギー利用の比率を減らす必要がある。
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注：各電源の高低は、条件
設定の相違による排出
量の最大値と最小値を
示す。原子力の場合の最
大値は、ウランの濃縮に
ガス拡散法を用いた場合
が該当する。
（ガス拡散法施設の容量
は、世界の濃縮施設の設
備容量のうちの約20％）

2-4 各種電源からの二酸化炭素排出

出典:World Energy Council “Comparison of Energy System Using Life Cycle Assessment”

1026

834

187

774
657

469
398

499

245
104

13
90

5 49 15 22 9 15 7 40 3

1372

1062

0

200

400

600

800

1000

1200

1400
高 低 高 低

C
C

S
低

N
O

x
C

C
S 高 低

S
C

R
C

C
S 高 低 高 低

IG
C

C
高

IG
C

C
低

海
上
高

海
上
低

陸
上
高

陸
上
低 高 低

褐炭
亜炭

石炭 重油 天然ガス 太陽光 水力 バイオ
マス

風力 原子力

To
ns

 o
f C

O
2 

[e
q.

t/G
W

h]

発電過程からの排出

その他の過程からの排出

電源別CO2排出原単位

高 低

原子力

・太陽光、風力、原子力は、発電過程からの二酸化炭素排出がなく、ライフサイクル
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○100万kWの発電所を1年間運転した場合（稼働率80％）、

CO2発生量
原子力 15.1万㌧
LNG複合 303.8万㌧
石炭 651.7万㌧

日本の総発生量(1,275百万t、2006年)に対する割合
0.01%
0.24%
0.51% 「各電源のCO２排出特性」図の中間値を用い試算

○2006年の、世界の原子力発電量2658TWh（435基・約370GW、総発電量の約16％）
出典：世界原子力協会（WNA）

これを化石電源に置換えた場合のCO2排出量増加は、
LNG複合サイクル火力発電比で11億㌧ （2005年世界総排出量の約4％）
石炭火力発電比で24億㌧ （同、約9％） 「各電源のCO２排出特性」図の中間値を用い試算

⇒今後世界の発電量が増加する中で、原子力発電比率の確保による、排出抑制が必要

○現在、世界各国が今後10－20年で建設を計画・構想中の原子力発電は合計約330GW

これが実現され、合計700GWとなれば、化石電源を使う場合に比較した排出量抑制効果は、
LNG複合サイクル火力発電比で20億㌧ （2005年世界総排出量の約7％）
石炭火力発電比で45億㌧ （同、約16％）

2-5 原子力発電のCO2排出低減への寄与

「各電源のCO２排出特性」図の中間値を用い、稼働率８０％と仮定して試算
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2-6 温室効果ガス排出削減への原子力の寄与

（出典） 総合資源エネルギー調査会需給部会（第1回会合H21.08）資料等より抜粋

・2020年中期目標＜2005年比▲15%(約▲2億㌧）＞の約半分に寄与
①既設原子力発電所設備利用率改善（現状約60%→約80%）で、約▲0.6億㌧
②既設または新設の原子力発電所での9基の原子炉建設で、約▲0.5億㌧

１．建築物（住宅・ビル等）の省エネ 約0.38
２．次世代自動車、燃費向上 約0.21
３．省エネ家電 約0.17
４．交通流対策 約0.16
５．IT機器の省エネ（クリーンIT） 約0.15
６．太陽光発電 約0.15

1.157(▲15%)1.358合計

0.176(+ 1%)0.155その他の温室効果ガス

0.981(▲16%)1.203エネルギー起源CO2

2020年予測＊2005年実績

我が国の温室効果ガス排出量の見通し
（億㌧）

＊最先端技術を最大限導入する「最大導入ケース」

（最大導入ケース2020年の値、億㌧）

CO2削減効果が大きい施策

主要国における設備利用率の推移

事業者名 発電所名 出力（万kW） 着工年月 運転開始予定 備考

北海道電力 泊３号 91.2 2003年11月 2009年12月 建設中

浪江・小高 82.5 2015年度 2020年度

東通２号 138.5 2015年度以降 2020年度以降

福島第一７号 138 2011年4月 2015年10月

福島第一８号 138 2011年4月 2016年10月

東通１号 138.5 2010年12月 2017年3月

東通２号 138.5 2013年度以降 2019年度以降

中部電力 浜岡６号 140級 2015年度 2019年度以降

島根３号 137.3 2005年12月 2011年12月 建設中

上関１号 137.3 2010年度 2015年度

上関２号 137.3 2015年度 2020年度

九州電力 川内３号 159 2013年度 2019年度

電源開発 大間 138.3 2008年5月 2014年11月 建設中

敦賀３号 153.8 2010年10月 2016年3月

敦賀４号 153.8 2010年10月 2017年3月

東北電力

東京電力

中国電力

日本原子力
発電

建設中、計画中の原子力発電所（2009年8月現在）



27

2-7 国連気候変動枠組条約－京都メカニズム

＜国連気候変動枠組条約(UNFCCC)＞1994年3月発効。締約国会議：COP。
－大気中の温室効果ガス濃度の安定化を目的として、先進国が温室効果ガスの排出量を1990年レベ
ルまで戻すこと等を定めた。

＜京都議定書＞1997年12月COP3@京都で採択。2005年2月発効。締約国会議：CMP
－先進国＊の2008-12年の温室効果ガス排出量に対し、法的拘束力のある数値目標を国毎に設定。
＊附属書Ⅰ国：OECD加盟国及び当時のEU加盟国(24)、中東欧の市場経済移行国(14)、ﾄﾙｺ、ﾓﾅｺ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ。
（米国は未批准。非附属書Ⅰ国である中国、ブラジルをはじめとする途上国、計152カ国には温室効果ガス排出量の削減義務がない。）

－国際協調による目標達成のための仕組みとして市場原理を活用する「京都メカニズム」を導入。
①クリーン開発メカニズム（ＣＤＭ） ：先進国が途上国で温室効果ガス削減事業に投資し、削減分を自国の目標達成に
利用できる制度。
②共同実施（ＪＩ） ：先進国が他の先進国の温室効果ガス削減事業に投資し、削減分を自国の目標達成に利用できる
制度。
③排出量取引（ＥＴ） ： 先進国間で排出枠を取引できる制度。

＜マラケシュ合意＞2001年7月COP7で採択。
－京都議定書の運用細則：京都メカニズムの内容、削減目標量の割当量計算方法等。
－原子力について：附属書Ⅰ国が共同実施(JI)やクリーン開発メカニズム(CDM)の原子力事業で得た
排出削減量を数値目標の達成に使うことは「差し控える」。

・京都議定書で定められた温室効果ガス排出削減目標達成のための仕組みとして
「京都メカニズム」が導入されたが、原子力による排出削減は含まれていない。
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2-8 京都議定書の排出削減目標の達成状況

主要国の温室効果ガス排出量実績と削減目標

・2008-2012年（第1約束期間）の削減目標は、1990年比±数％程度。
・ロシア以外は、追加の対策が実施されない限り達成が困難となる見込み。
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（土地利用、植林等の変化を除く。）
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CDMの仕組み（イメージ） ＣＥＲ移転の仕組み

2-9 クリーン開発メカニズム(CDM)の概要

・ＣＤＭ：先進国（附属書Ⅰ国）と途上国（非附属書Ⅰ国）が共同で実施したﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄの温室効果ガス排出削減量（CER)を、先進国が目標達成に利用できる制度。
・ＣＥＲの移転により、附属書Ⅰ国の総排出枠の量は増大する。
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2-10 CDMによる温室効果ガス削減量

・2008年までのCDMによる累積温室効果ガス排出削減量は約３億４千万㌧であ
り、世界の総排出量約２７３億㌧(2006年)の１％程度に相当。
・分野別ではエネルギー産業や廃棄物処理の事業が、国別では中国、インド等が
大きな割合を占める。

出典：UNFCCCホームページ
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2-11 日本政府承認済CDM案件

２００８年度

件数
トン／年
トン／件

【排出削減量（ｔCO2／年）、件数】

１８７
１９６０．７万
１０．５万

件数
総排出削減量
１件あたり削減量

中国、
1492.1
（128）

インドネシ
ア、 ５６.８
（11）

その他、
 221.9（23）タイ、71

（10）

インド、
118.9（15）

２００６年度

件数
トン／年
トン／件

【排出削減量（ｔCO2／年）、件数】

８４
１４１３．１６万
１６．８万

件数
総排出削減量
１件あたり削減量

その他、
364.88
（41）

マレーシ
ア、 61.62
（4）
インド、
119.8
（12）

メキシコ、
215.5（1）

中国、
651.36
（26）

２００７年度

件数
トン／年
トン／件

【排出削減量（ｔCO2／年）、件数】

１７７
６２２２．６７万
３５．２万

件数
総排出削減量
１件あたり削減量

中国、
4290.3
（91）

ブラジル、
650.8（8）

インド、
309.1（6）

チリ、
170.6（6）

その他、
412.9（48）

・我が国は数千万㌧/年のCDM案件を承認（国内排出量の数％に相当）。
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プロジェクトの年間出力＝365×24×0.80×1,000,000,000＝7,008 GWh

年間削減量＝ 7,008×(600-15)＝4,099,680 tCO2e （約４００万トン）

年間のクレジット発生量＝ 4,099,60×1,000＝約４０億円

（２）クレジットの算出

●原発１基分の削減量（４００万トン）は、２００７年の日本政府承認ＣＤＭ削減量の約７％に相当。

●ＣＤＭの適用により、ホスト国における原子力発電プロジェクトの収益性が大幅に改善され得る。

●地球温暖化対策のプロジェクトベースの枠組に原子力発電を組み込むことは有効。

（３）原子力発電をＣＤＭの対象とすることによる効果

2-12 原子力発電によるCDMの効果の試算

・100万kW級の原子力発電所の建設によって数百万㌧/年程度の排出削減が可能。

● １00万ｋＷの原子力発電所（稼働率８0％）の建設を想定。

● プロジェクトを実施するホスト国の電力会社の排出係数は600 tCO2e/GWhと仮定。*1
● 原子力発電所の排出係数は15 tCO2e/GWhと仮定。*2
● クレジットの値段は1,000円/ tCO2eと仮定。

（１）原子力発電所プロジェクトの試算の前提

*1 ASEAN諸国のデータを参考に仮定。
*2 World Energy Council “Comparison of Energy System Using Life Cycle Assessment”のデータを参考に仮定。
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「京都議定書の下での附属書Ⅰ国の更なる約束に関するアドホック・ワーキング・グ
ループ(AWG-KP)」
第1回京都議定書締約国会議（CMP1、2005年モントリオール）で設置。
本年12月コペンハーゲンで開催予定のCMP5に報告するべく、下記の議論を実施中。
－ 2013年以降における京都議定書附属書Ⅰ国の温室効果ガス排出削減義務量
－ その他課題；プロジェクトベースメカニズム(CDM、JI)と排出量取引の改善、等
プロジェクトベースメカニズムについて、我が国は原子力をはじめとするすべての低炭素技術を
含めることを主張している。

「国連気候変動枠組条約の下での長期的協力行動に関するアドホック・ワーキング・
グループ(AWG-LCA)」
COP13（2007年バリ島）で設置。
現在から2013年以降までを含む長期的な協力行動により、条約の全面的、効果的、かつ持
続的な実施を図る総合プロセスの立ち上げを図るもの。
本年12月までに結論を出し、コペンハーゲンで開催のCOP15に報告する予定。

2-13 UNFCCCの会合におけるCDMの検討状況

・我が国は、2013年以降のポスト京都議定書の枠組検討において、原子力をはじめ
とするすべての低炭素技術を含めることを主張。
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2-14 世界の二酸化炭素排出量削減の取組み(1)

・世界各国で、雇用・産業・経済対策と一体的に、二酸化炭素排出削減に向けた取
り組みが行われている。

世界のグリーン・ニューディール政策（温暖化対策を経済成長の原動力に）

出典：原子力総合シンポジウム2009, 環境省資料より抜粋
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2-15 世界の二酸化炭素排出量削減の取組み(2)

・アジア太平洋地域の主要国が参加して、クリーンで効率的な技術の開発、普及、
移転を行うことによってＧＨＧ排出削減等を効果的に実施するため、官民による8
つの部門別タスクフォースを通じた様々な協力を推進。

クリーン開発と気候に関するアジア太平洋パートナーシップ（ＡＰＰ）
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2-16 原子力利用に関わる国際的ファイナンスの現状

＜輸出信用機関＞
－米国輸出入銀行をはじめ、原子力輸出国の信用機関で融資の対象とされている。

＜国際金融機関＞
－世界銀行： 1959年に伊の原子力発電所(150MWe)に$4Mを融資した実績のみ。
－アジア開発銀行(ADB)： 原子力への融資実績なし。
－欧州原子力共同体(EURATOM)、欧州投資銀行(EIB)： 20年ぶりに原子力施設新設
融資再開の見込（対象国；ブルガリア、リトアニア）。
－欧州復興開発銀行(EBRD)： 東欧諸国原発のうち安全性に問題があるものに対処す
るための原子力安全基金の実績あり。

＜政府開発援助(ODA)＞
－OECD公的輸出信用ガイドライン取決めで、原子力に関しては援助(aid support)を提供
してはならないとされている。

・原子力に適用できる国際的な支援の枠組みはほとんどない。

（各機関HPより作成）
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３．原子力発電の特徴と主な課題３．原子力発電の特徴と主な課題
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3-1 原子力発電の仕組み

出典：原子力・エネルギー図面集 2009(電気事業連合会）をもとに事務局作成

核分裂

従来型の火力発電

原子力発電

化石燃料

熱 二酸化炭素

燃焼

核燃料（ウラン、プルトニウム）

核分裂

熱 放射性廃棄物

・核分裂によって得られる熱で蒸気を発生し、蒸気タービンで発電。
・化石燃料の燃焼を行わないため、発電過程で二酸化炭素を排出しない。
・放射性廃棄物が発生する。
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3-2 核燃料サイクルの仕組み

濃縮・燃料製造 発電炉 地層処分

再処理

採鉱

燃料集合体

使用済燃料

ガラス固化体

ワンススルー型

サイクル型

濃縮ウラン

ウラン・プルトニウム

・原子力発電所だけではなく、核燃料サイクル（ウランの採掘、濃縮、燃料加工、放射
性廃棄物の処理・処分）が必要。
・ウラン濃縮、再処理は、核兵器級のウランやプルトニウムの製造に転用可能な技術
（機微技術）である。

使用済燃料
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3-3 各種電源の特性比較（１）

0.067 *3

0.43 *3

～数10万kWe～300万kWe～800万kWe発電所容量

1.6360165180821出力(万kWe)

0.151.120.580.364.20面積(km2)

ウィンドパーク
美里

松山太陽光
発電所

-

袖ヶ浦苫東厚真御坊柏崎刈羽既存サイト例

～数100万kWe～1万kWe
数千kWe数10万kWe～140万kWeプラント容量

約17～20約10～15約47-約75平均利用率(%)*1

再生可能エネルギー化石エネルギー
原子力

---概ね10年程度-概ね20年以上リードタイム *2

---1.9～3.3年2.4～4.2年1.9～3.3年4～6年建設期間

・主に基幹電
源

石炭

・主にピーク供
給

石油

・主に基幹電源

・基幹電源・ミド
ル供給、及び、
分散型エネル
ギー

天然ガス

・天候等により出力が変動しやすく
バックアップ電源等が不可欠。

・電源系統との連携システム必要。

・主に分散型電源

・揚水等はピー
ク供給

・流込式水力は
基幹電源

備考（用途等）

風力太陽光水力

*1 原子力はＨ１８原子力白書、'98～'05の平均より。水力、大陽光、風力はNEDO、H17エネルギー関連データ集より。
*2 立地申入れから運用開始までの期間。
*3 増設計画（平成32年完成予定）。現在は300kWeの出力。

出典：原子力委員会「地球環境保全・エネルギー安定供給のための原子力のビジョンを考える懇談会」報告書より事務局作成

・火力発電と原子力発電はプラント容量・発電所容量・平均利用率が大きくできる
ため、基幹電源に適する。
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3-4 各種電源の特性比較（２）

・他の電源に比較して、原子力は発電電力量あたりの土地利用面積が小さい。

出典）S. Hirschberg (PSI), Approaches to Comparative Evaluation of Sustainability of Energy Systems, Workshop 
on Approaches to Comparative Risk Assessment, Warsaw, Poland 20-22 Oct. 2004

UCTE加盟国の平均値
ドイツのケーススタディ

（注）
・ライフサイクルにわたって必要な土地の面積
を合計し、発電電力量当たりに換算したもの．
・UCTEはUnion for the Co-ordination of 
Transmission of Electricityの略称で、西欧の電
力系統に接続している主要国で構成

褐炭
亜炭 石炭 石油

天然
ガス

原子力 水力 風力 太陽光

m2 / GWh 発電電力量当たり土地利用面積
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3-5 各種資源の寿命

-
ワンススルー利用
の約1.2倍．*4

4万t2.87兆m339.1億t62.0億t生産量

>540万t181兆m31650億t9090億t埋蔵量

～2570年>120年>100年68年42年122年
可採

年数

天然ガス*1
プルサーマル

海水中に含まれる
ウラン （総量45億
ｔ）の回収技術開
発も実施中．*3

ワンススルー

--備考

高速炉サイクル

原子力*2
石油*1石炭*1

*1 BP統計2009年版（2008年末データ）
*2 OECD/NEA, Nuclear Energy Outlook 2008
*3 海水ウランの捕集技術, 原子力委員会 定例会 2009年 第20回,  資料第1-1号.
*4 電気事業連合会, 原子力図面集2009.

・化石資源、ウラン資源ともに少なくとも今世紀中の需要を満たす埋蔵量がある。
・今後、さらに資源が発見されて寿命が伸びる可能性がある。
・高速炉サイクルや海水ウラン回収が実用化されれば資源の寿命は大きく伸びる。
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3-6 化石資源とウラン資源の地域分布

22.4

3.0
6.9 6.1

9.2

0.3

1.4

22.7

19.0

6.3

23.4

10.0

3.8

3.2

1.0

14.9

10.2

1.8

9.6

5.6

29.8

5.6

4.8

13.9

1.8

9.8

4.0

5.4

59.9

41.0

2.2

4.0
10.0 7.9

19.1

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

石炭 石油 天然ガス ウラン

構
成
比

アフリカ

中東

中南米

北米

欧州

カザフスタン

ロシア

豪州

アジア

出典：化石燃料資源:Statistical Review of World Energy 2009 (BP)
ウラン資源:Uranium2007: Resources, Production and Demand (OECD/NEA, IAEA) 

(注) 石油と天然ガスは在
来資源のみ。ウランは確認
と推定資源の合計。

・ウラン資源は、世界の多様な地域に広く分布している。
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出典：原子力・エネルギー図面集 2004-2005（電気事業連合会）

3-7 発電コスト比較

（国内）
（世界）

（¥/kWh）

出典：電気事業分科会コスト等検討小委員会資料（平成１６年１月）

石炭火力 ガス火力 原子力 風力

出典：World Energy Outlook 2008より事務局作成

4円/kWh

8円/kWh

* 2015年までの技術予測を基に評価(各地域において最も高い値に基づく)．

* 一部地域の火力は、CO2排出コストを想定．

* 幅は各地域におけるコスト評価の差に起因する．

* 1ドル=93円(2009年7月9日現在)．

・原子力発電は、他の発電方法と同程度のコスト。

12円/kWh
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3-8 原子力安全

出典：原子力・エネルギー図面集 2009（電気事業連合会）

・設計及び運転において安全のための措置がとられている。
（単一の対策ではなく、多重の防護を設けることにより異常事態を終息あるいは緩和させる。）
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3-9 原子力安全に関する国際的取組

＜基準・規範＞

○ＩＡＥＡ 安全基準文書（ＩＡＥＡ Ｓａｆｅｔｙ Ｓｔａｎｄａｒｄｓ Ｓｅｒｉｅｓ）より

安全原則（ＳＡＦＥＴＹ ＰＲＩＮＣＩＰＬＥＳ）

１）安全確保の第一義的責任は、施設・事業に責任を有する者が負わなければならない

２）政府は独立した規制組織を含む、安全のために効果的な法制度と行政制度を確立して維持しなけれ
ばならない、等

○放射線源の安全とセキュリティに関するIAEA行動規範

・個人、社会及び環境を保護するため、放射線源の安全な取扱いと確実な防護に必要な適当な処置
を講ずる。

・放射線源の取扱いと防護を管理する国の効果的な法令体系を整備する。

＜原子力関係条約＞

・原子力安全条約(CNS)
・放射性廃棄物等安全条約（JC）
・核物質防護条約(CPPNM)
・核テロリズム防止条約 等

「Fundamental Safety Principles, Safety Standard Series No.SF-1」 IAEA(2006)

「Code of Conduct on the Safety of Radioactive Sources」 IAEA/CODEOC/2004

・安全確保や原子力防護等に関して国際条約が締結され、取組がなされている。
・安全確保等に関する国際的な標準や規範が定められ、その普及が図られている。

＜国際的な取組＞

・ＩＡＥＡ／ＯＳＡＲＴ の派遣・調査

・ＷＡＮＯによる訪問評価（ピアレビュー）

・ＩＮＳＡＧによる安全文化醸成活動

・ＡＮＳＮによる安全知識データベース構築 等
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3-10 放射性廃棄物

地層処分のイメージ

ガラス固化体：放射
性物質をガラスの中
に閉じ込め地下水に
溶け出しにくくします

300m以深

オーバーパック（鉄製
の容器）：地下水をガ
ラス固化体に触れに
くくします

緩衝体（締め固めた
粘土）：地下水と放
射性物質の移動を
遅らせます

出典：原子力発電環境整備機構 パンフレット より作成

・使用済燃料や、使用済燃料の再処理から出るガラス固化体は数万年の長期間
にわたり生活環境から隔離する必要があり、地層処分される。

0 100 1万 100万

1

100

1万

100万

1億

0.01

発
電

使
用
済
燃
料
貯
蔵

ガ
ラ
ス
固
化
体
貯
蔵

地
層
処
分

燃料取り出し

核燃料
（ウラン：１トン）

ガラス固化体（約５００㎏）

燃料装荷からの時間［年］

１０００年

放
射
能
の
比

10 1000 10万

燃料（１トン）の製造に必要な
ウラン鉱石の全量（約750トン）が
もつ放射能

再処理・ガラス固化

～～
～～

高レベル放射性廃棄物の放射能の減衰

出典「わが国における高レベル放射性廃棄地層処分の技術的信頼性」
（核燃料サイクル開発機構）より作成
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3-11 世界の高レベル廃棄物処分事業の進捗状況

・処分場サイトはフォルスマルクに決定。
・処分場の設置許可申請は2010年を予定し、2020年の試験操業
開始を計画している。

スウェーデン

主な動き国名

・処分場サイトはビュール地下研究所の近郊250km2の区域から
選定される予定。
・サイト選定及び設置許可申請に向けた取組を実施中。

フランス

米国 ・処分場サイトはユッカマウンテンに決定し、ＮＲＣで建設許可申
請の審査を実施中。
・但し、オバマ政権では、処分場建設に向けた許認可手続きのみ
に必要な程度まで、ユッカマウンテン関連予算が削減された。

フィンランド ・処分場サイトはオルキルオトに決定し、地下特性調査施設の建
設を進めている。
・処分場の建設許可申請は2012年を予定。

・処分場サイトは未定。
・2008年9月よりサイト選定手続きの策定を開始。

カナダ

・廃棄物の最終管理方針決定の延期に伴い、サイト選定活動は凍結。スペイン

・処分場サイトは未定。
・2008年6月よりサイト選定を実施中。

英国

・処分場候補サイトのゴアレーベンでの適合性調査は、脱原子力政策
への転換に伴い凍結。
・サイト選定及びサイト適合性要件について検討中。

ドイツ

主な動き国名

・再処理・直接処分の比較を行うとの決定がなされ、現在も引き続き
調査が行われている。

ベルギー

スイス ・処分場サイトは未定。
・2008年10月よりサイト選定を実施中。

出典:資源エネルギー庁発行「諸外国における高レベル放射性廃棄物の処分について」(2009年2月)を基に事務局作成

スウェーデン
（フォルスマルク）

・処分事業を進める国のうち、フィンランド、スウェーデンの２国のみ処分場が決定。
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3-12 核燃料のバックエンドに関する提案例

1. 経緯

米露は研究炉用燃料として提供された高濃縮ウラン（HEU）がテロリストの手に渡ることを防ぐため、
米露起源の高濃縮ウラン燃料等の米露への返還、国際社会の脅威となる得る核物質及び放射性
物質の削減等を提唱（2004年）。

2. 概要

(1)全ての露起源の未使用高濃縮ウラン及び使用済燃料の返還

(2)全ての米起源の研究炉使用済燃料の返還作業の加速化

(3)全ての国における民生研究炉用燃料を高濃縮から低濃縮へ変える

(4)既存の脅威削減対象に含まれない核・放射性物質及び関連機材の特定

3. 現状

2005年現在、約6000体の燃料集合体が米国に輸送されている。

研究炉の使用済燃料の引き取りが米露によって行われている。

出典：外務省、米国・NNSAのHPより事務局作成
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燃料供給・テークバック

3-13 核燃料の燃料供給及びバックエンドに関する提案例

１．経緯
２００６年２月、米国エネルギー省（DOE）が、核拡散の脅威を削減するとともに、環境負荷の少な
いエネルギーを世界に広めることを目的としたGNEP構想を発表。

２．内容
・米国における原子力発電の拡大
・放射性廃棄物の低減
・核拡散抵抗性の高いリサイクル技術の実証
・先進燃料炉（Advanced Burner Reactor）の開発
・燃料供給サービス計画の確立
・輸出可能な小型炉の開発
・先進的保障措置技術の開発

３．現状
オバマ政権では、米国国内での高速炉や再処理について短期的な商業実証計画は追求せず、
長期的な研究活動、国際的な核不拡散やエネルギー供給の取り組みを進める旨を表明。GNEP
の国際的枠組に対してどの様な協力を行うか、米国内で検討中。

燃料供給・テークバックを含む提案が米国から行われた。

国際原子力エネルギー・パートナーシップ（GNEP）の概要

出典：原子力委員会政策評価部会（平和利用の担保と核不拡散体制の維持・強化に関する評価）、
DOE FY2010 Budget Request、及びDOEプレスリリース等より事務局作成
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４．核不拡散に関わる状況４．核不拡散に関わる状況
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4-1 核不拡散体制

核不拡散条約；ＮＰＴ (1970発効、締約国190ヵ国）
（１）核不拡散: 核兵器国(米露英仏中)以外への核拡散防止。
（２）核軍縮: 各締約国が核軍縮交渉を行う義務を規定。
（３）平和利用: 各締約国の権利。非核兵器国は国際原子力
機関（IAEA）の保障措置を受ける義務あり。

IAEA保障措置協定
平和利用から軍事
的目的に転用され
ることの防止。現在
159ヵ国。

原子力供給国グループ(NSG: Nuclear Suppliers Group、46ヵ国*)

輸出管理の指針（NSGガイドライン）

パート1: 核原料物質、特殊核分裂性物質、原子炉その他の設備な
ど原子力専用品及び関連技術

パート2: 原子力汎用品及び関連技術
【課題】 ・資機材・技術の拡散

IAEA追加議定書
(1997年採択、現在91
ヵ国)
（1）拡大申告: 現行協
定では申告されない
活動に関し、申告を行
うこと
（2）補完的アクセス:現
行協定ではアクセスが
認められていない場所
等へのアクセスを受け
入れること

出典:原子力委員会政策評価部会第１０回資料第５号より事務局作成

【課題】 ・非加盟国の核保有
・機微技術の流出
・核軍縮進捗の遅れ

*ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ、ｵｰｽﾄﾗﾘｱ、ｵｰｽﾄﾘｱ、ﾍﾞﾗﾙｰｼ、ﾍﾞﾙｷﾞｰ、ﾌﾞﾗｼﾞﾙ、ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、ｶﾅﾀﾞ、中国、ｸﾛｱﾁｱ、ｷﾌﾟﾛｽ、ﾁｪｺ、ﾃﾞﾝﾏｰｸ、ｴｽﾄﾆｱ、ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ、仏、独、ｷﾞﾘｼｱ、ﾊﾝｶﾞﾘｰ、ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ、ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ、
ｲﾀﾘｱ、日本、ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、韓国、ﾗﾄﾋﾞｱ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞ、ﾏﾙﾀ、ｵﾗﾝﾀﾞ、ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ、ﾉﾙｳｪｰ、ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ、ﾙｰﾏﾆｱ、露、ｽﾛﾊﾞｷｱ、ｽﾛﾍﾞﾆｱ、南ｱﾌﾘｶ、ｽﾍﾟｲﾝ、ｽｳｪｰﾃﾞﾝ、ｽｲｽ、
ﾄﾙｺ、ｳｸﾗｲﾅ、英、米

・核兵器の拡散防止を目的とした体制が構築されているが、拡散は完全には防止され
ていない。
・核兵器の拡散を原理的に防止できるウラン濃縮、再処理技術はない。
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4-2 核兵器不拡散条約(NPT)

１．条約の成立
－ 18カ国軍縮委員会で作成。国連総会で審議。前文、条文全11条及び末文から構成。
－ 1968年に署名開放（寄託国：米、露、英）。1970年に発効。

2. 条約の主な内容
－ 核不拡散義務：核兵器国（第1条）非核兵器国（第2条）、
－ 非核兵器国のIAEA包括的保障措置受諾義務（第3条）、
－ 締約国の原子力平和利用の権利（第4条）、締約国の核軍縮交渉義務（第6条）
－ 条約の運用を検討する5年毎の運用検討会議の開催（第8条3）
－ 核兵器国の定義（第9条3） 「1967年1月1日以前に核兵器その他の核爆発装置を製造しかつ爆発させた国」

3. 条約の発展
－ 締約国の増加。現在190ヵ国。主な国々の締約年：
1975年 西独、伊、ベネルクス3国（欧州原子力機関加盟の非核兵器国5カ国）。
1976年 日本（70年署名）。
1991年 南ア（保有していた核兵器を放棄し非核兵器国として加入）。
1992年 仏、中国。
1993～94年 ベラルーシ、ウクライナ、カザフスタン。（核兵器を露に移転し非核兵器国として加入）
1995年 アルゼンチン。1998年 ブラジル。2002年 キューバ。
－ 条約の無期限延長：1995年運用検討・延長会議で決定。

出典：国連HP、外務省HP等より事務局作成

NPTは、1970年の発効以来、核不拡散体制を担ってきた。
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1961年 IAEA文書（番号INFCIRC/26）：最初の保障措置文書
－ IAEAと協定を締結した当該国の特定の核物質と施設を対象とする。
－ 熱出力10万kW以下の原子炉に適用。1964年の改訂で10万kW以上の原子炉にも適用。

1965年 INFCIRC/66：拡充版保障措置モデル協定（個別の保障措置）
－ IAEAと協定を締結した当該国の特定の核物質、サービス、機器、施設、情報を対象とする。
－ 1966年、1968年の改訂で適用範囲を原子炉のみから、再処理、燃料製造を含むものに拡大。
－ 二国間原子力協定等により核物質又は原子力資機材を受領する国が締結（NPT及び包括的保障措置
の成立以降はNPT非締約国のみ）。

1972年 INFCIRC/153：包括的保障措置モデル協定
－ IAEAと協定を締結した当該国の平和的な原子力活動にかかわるすべての核物質を対象とする。
－ NPT締約非核兵器国（185カ国）が締結を義務づけられている。
－ ただし、ケニヤ等12カ国はIAEA加盟だが協定未締結。ギニア等14カ国はIAEA未加盟で協定未締結。

1978年 INFCIRC/263：ボランタリー保障措置モデル協定
－ NPT締約核兵器国が自主的にIAEAに提供するリストに掲載された施設の中の核物質を対象とする。

1997年 INFCIRC/540：モデル追加議定書
－ 未申告の核物質及び原子力活動の探知能力をＩＡＥＡに与えるための新たな枠組み。（後述）

出典：IAEA-HP等より事務局作成

IAEA保障措置は、対象の拡大等に応じて整備されてきた。

4-3 国際原子力機関(IAEA)保障措置の整備



55

1. 目的
－ IAEAと協定を締結した当該国の平和的な原子力活動にかかわるすべての核物質を対象とする。
－ 有意量の核物質が平和的な原子力活動から核兵器その他の核爆発装置の製造、または不明な用
途へ転用されたことを適時に探知すること及び早期探知の危惧を与えることによりこのような転用を
抑止すること。(INFCIRC/153第28条より。)
・有意量の核物質：1個の核爆発装置製造の可能性を排除し得ない核物質のおおよその量（プルトニウム8kg、濃縮度20％以上の高濃縮ウラン中の
ウラン235-25kg、等。）
・適時の探知：探知時間（転用がなされてから、それが探知されるまでの時間の最大値）が転換時間（核物質を核爆発装置の金属構成要素に転換する
のに必要な時間。照射済燃料中のプルトニウム及び濃縮度20%以上の高濃縮ウランの場合３ヶ月以内等。）に対応するように検認活動を設定する。

－ 締約国の経済的技術的発展や原子力平和利用の国際協力を妨げない。施設の運転への不当な
干渉を避ける。経済的で安全な原子力利用に必要な経営と整合。(INFCIRC/153 パラグラフ4より。)

出典：IAEA-HP、文科省HP等より事務局作成

4-4 包括的保障措置

2. 手段
－ 核物質計量管理：原子力施設を有する事業
者が実施。施設へ出入りする核物質量を測定
して施設内の核物質在庫量を適時に把握し
て核物質の収支を管理し、結果を報告。

－ 査察：国とIAEAが実施。査察官が施設に立
入って、帳簿や記録の検査、核物質の員数勘
定や測定による記録の確認、封じ込め／監視
等を行う。未申告活動検知のための施設内で
の環境サンプリング等も行われる。

＜核物質の受入れ＞
【原子力施設】

＜核物質の払出し＞

核物質計量管理報告
員数勘定・分析等
の核物質量測定に
よる収支管理結果

査察
帳簿・記録の検査、
核物質測定、
封じ込め／監視、
環境サンプリング

【IAEA】、【国】

核燃料の原材料

使用済燃料

核燃料

濃縮、燃料製造工場

原子力発電所

再処理工場

濃縮ｳﾗﾝ、核燃料

使用済燃料

ｳﾗﾝ･ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ製品
･廃棄物

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

NPTを締約した非核兵器国は包括的保障措置を受ける義務がある。
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1. 背景
－ 湾岸戦争（1990～1991）後にイラクの秘密の核兵器開発計画が発覚したこと等により、包
括的保障措置では未申告の核物質及び原子力活動を見つけることができないという以前から
の問題が現実化。

－ その問題に対応するため、包括的保障措置の強化と効率を改善するための検討が実施され
、２つの対策（①既存の権限の枠内での包括的保障措置の強化、②ＩＡＥＡに新たな権限を与
える追加議定書）がとられた。

2. 対策１、包括的保障措置の強化
－ 情報提供の拡大：原子力施設設計情報の早期提出、核燃料サイクルの状況、等。
－ 原子力施設内における環境サンプリングの実施。
－ 無通告査察の導入、拡大。
－ 最新機器の導入、当該国の国内保障措置制度との協力強化。

出典：IAEA-HP等より事務局作成

4-5 包括的保障措置の強化

拡散、転用の疑惑の発覚を機に、包括的保障措置は強化されてきた。

ウラン濃縮

99.28%0.72%0.005%

3.2%～0.02%

238U234U 235U 236U

None

天然ウラン

濃縮ウラン
96.78%

環境サンプリング
(例）サンプル中のウラン同位体組成
から、濃縮活動の有無等がわかる。
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3. 対策２、保障措置協定追加議定書
－ 概要
(1)IAEAの査察活動に利用可能な情報の範囲の拡大（拡大申告）
保障措置協定で申告された情報に加えて公開情報や他国から得た情報等あらゆる情報を
利用できるものとする。当該国は核物質を伴わない核燃料サイクルの研究開発活動等、保障
措置協定では申告対象となっていない原子力関連活動に関する情報を申告。
(2)IAEAの権限の拡大（補完的アクセス）
未申告の核物質や原子力活動がないことを確認するために、保障措置協定の対象でない
ものを含む当該国の全ての施設や場所へのIAEAのアクセスを認める。

－ 締結状況
発効済み：日本、ドイツ、カナダ、イタリア等NPT締約の非核兵器国86カ国と核兵器国5カ国
及び1機関(EURATOM)。
署名済だが未発効；インド、イラン、イラク、メキシコ、マレーシア、タイ、フィリッピン、ベトナム、
ＵＡＥ等32カ国。
IAEA理事会承認済であるが、未署名；アルジェリア、モルドバ等10カ国。
理事会未承認（締結の意向が示されていない）；パキスタン、アルゼンチン、ブラジル、エジプト、
サウジアラビア、シリア等37カ国。

（なお、包括的保証協定追加議定書未締結のＮＰＴ上の非核兵器国が25カ国ある。）
出典：IAEA-HP等より事務局作成

4-6 追加議定書

IAEAの、未申告の核物質及び原子力活動の探知能力の更なる強化を図るもの。
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出典：国際原子力機関（IAEA）, Safeguards Statement for 2008より事務局作成

5

3

70

33

51

対象国数

豪州、カナダ、ドイツ、インドネシア、イタリア、日本、韓国、オラン
ダ、スペイン、チリ、アルメニア、ウズベキスタン、ブルガリア、スロ
ベニア、等

統合保障措置対象国

（拡大結論が得られた国） *1

ブラジル、エジプト、イラン、イラク、マレーシア、メキシコ、フィリピ
ン、タイ、アラブ首長国連邦、ベトナム、等

包括的保障措置 ＊２

中国、仏国、ロシア、英国、米国核兵器国のボランタリー保障措置 *4

対象国ＩＡＥＡ保障措置のタイプ

インド、イスラエル、パキスタンINFCIRC/66Rev.2 *3

アフガニスタン、カザフスタン、モンゴル、シンガポール、南アフリカ、
スイス、トルコ、ウクライナ、等

包括的保障措置＋追加議定書

（拡大結論が得られていない国） *１

2008年12月31日現在

4-7 主な国々の保障措置実施体制

・民生用原子力施設を有する事業者が核物質の計量管理を実施。
・国または地域共同体とＩＡＥＡが査察を実施。

例：EU加盟国の民生用原子力施設を有する事業者は計量管理を実施し、欧州原子力共同体
(EURATOM)とIAEAの査察を受ける。

ＩＡＥＡ保障措置の適用状況

＊１ 統合保障措置とは、IAEAが利用できる全ての保障措置手段を最適な形で組み合わせ、最大限の有効性と効率を目指す
もの。ＩＡＥＡの査察量が軽減される。包括保障措置と追加議定書に基づく保障措置を実施し、IAEAから、①申告核物質
の転用はないとの結論及び②未申告核物質・未申告活動はないとの結論の両方（拡大結論）が得られた国に適用。

＊２ すべての核物質を対象とするもの。対象国数に北朝鮮を含んでいない。
＊３ 特定の原子力施設を対象とする個別的(item-specific)保障措置。
＊４ 核兵器国がＩＡＥＡに提供する施設リストの中からＩＡＥＡが保障措置の対象とする施設を選択して適用。
（2008年の査察実施総件数は85件）



59

1. ザンガー委員会
－ 1971年：NPT第3条2項に述べられた核物質、設備及び資材の輸出管理について、具体的
対象と方法を非公式協議することをスイスのザンガー教授が提唱。輸出国及び輸出国となる
可能性を持つ15カ国により協議を開始。

－ 1974年：合意文書（ザンガーリスト）が作成されINFCIRC/209として公表。NPT上の非核兵器
国へ輸出された核物質及び資機材にはIAEA保障措置をかけるべきとする。対象となる資機材
としては原子炉や再処理・燃料製造機器等の原子力専用品をリスト。

－ 現在37カ国が参加：
アルゼンチン、オーストラリア、オーストリア、ベルギー、ブルガリア、カナダ、中国、チェコ、クロアチア、デンマーク、フィンラ
ンド、フランス、ドイツ、ギリシア、ハンガリー、アイルランド、イタリア、日本、カザフスタン、韓国、ルクセンブルク、オランダ、
ノルウェー、ポーランド、ポルトガル、ルーマニア、ロシア、スロバキア、スロベニア、南アフリカ、スペイン、スウェーデン、スイ
ス、トルコ、ウクライナ、英国、米国

4-8 核物質、原子力資機材等の輸出管理

出典：原子力委員会政策評価部会第１０回資料第５号より事務局作成

原子力輸出国によって輸出管理指針が策定され、輸出管理が実施されてきた。
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2. 原子力供給国グループ(NSG)
－ 1974年にインドが核実験を行ったことを契機に、核兵器開発に使用される可能性のある核
物質、資機材及び技術の輸出管理の枠組みとして、主な原子力輸出国により設立。

－ 1978年、NSGガイドライン・パート1：
－ 核物質及び原子炉や再処理・燃料製造機器と技術の輸出管理指針をINFCIRC/254と

して公表。
－ NPT上の非核兵器国への輸出では、IAEA包括的保障措置協定締結を条件とする。
－ 核兵器等の開発に使用され得る機微な技術及び資機材の移転は控える。
－ 参加各国はNSGガイドラインに基づく国内法により輸出管理を実施。

－ 1992年、NSGガイドライン･パート2：
－ イラクの核開発計画の発覚を契機に、より広範囲の品目を規制対象とする必要性を認識

し、原子力関連の両用品及び技術も輸出管理対象に追加。
－ 2008年：米印原子力協力協定を受け、インドへの民生用原子力協力容認を決定
(INFCIRC/734)。

－ 現在、原子力の需要拡大に伴って核燃料サイクルの機微な部分が拡散することを懸念して、
濃縮と再処理にかかわる技術と資機材のガイドラインの強化が検討されている。

－ 現在46カ国が参加：
アルゼンチン、オーストラリア、オーストリア、ベラルーシ、ベルギー、ブラジル、ブルガリア、カナダ、中国、クロアチア、キプ
ロス、チェコ、デンマーク、エストニア、フィンランド、フランス、ドイツ、ギリシャ、ハンガリー、アイスランド、アイルランド、イタリ
ア、日本、カザフスタン、韓国、ラトビア、リトアニア、ルクセンブルク、マルタ、オランダ、ニュージーランド、ノルウェー、ポーラ
ンド、ポルトガル、ルーマニア、ロシア、スロバキア、スロベニア、南アフリカ、スペイン、スウェーデン、スイス、トルコ、ウクライ
ナ、英国、米国 （ザンガー委員会参加の３７カ国はすべてNSGにも参加している。）

－ ザンガーリストとNSGガイドライン・パート1のリスト（トリガーリスト）とは内容面で整合性を確保す
ることとされている。

4-9 核物質、原子力資機材等の輸出管理、続き

出典：原子力委員会政策評価部会第１０回資料第５号、NSG-HP及び外務HPより事務局作成
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1. 保障措置の効果、実績の例
2004年：韓国が追加議定書を締結する際に、IAEAの指摘を受けて、過去に行った未申告の実験室規模のウ

ランの濃縮、転換実験等をIAEAに報告。
2004年：オープンソースからエジプトにおける未申告の核物質、施設を探知。

2. 転用の疑惑、転用の実例
＜イラン＞
2002年8月：米国ワシントン市所在のイラン反体制派団体がナタンツでの未申告の濃縮活動の存在を暴露。
2003年9月：IAEA理事会決議（イラン追加議定書署名、ウラン濃縮及び再処理関連活動停止を要求）。
2003年：11月ウラン濃縮関連活動を一時停止。12月追加議定書署名（現在まで未締結）。
2006年：1月ウラン濃縮関連活動再開。7月濃縮・再処理活動停止を求める国連安保理決議1696の採択。
2006年12月：上記活動停止を義務付け、また制裁を含む国連安保理決議1737の採択。
（さらに、国連安保理は追加制裁決議1747(2007年3月)1803(2008年3月)を採択。）
2009年11月：IAEA理事会決議（ウラン濃縮施設建設停止、IAEA保障措置義務の遵守等を要求）。
＜北朝鮮＞
1985年12月：NPT締約。1992年：包括的保障措置協定締結。
1993年2月：核兵器開発疑惑の対象施設への特別査察をIAEAが要求。
1993年：3月NPT脱退を表明。5月脱退撤回を求める国連安保理決議825。6月NPT脱退保留を表明。
1994年：3月IAEAを離脱。
1995年～2002年：朝鮮半島エネルギー開発機構（KEDO）設立等。
2003年：1月NPT脱退を表明。8月第1回六者会合開催。
2006年10月：地下核実験強行。制裁を含む国連安保理決議1718の採択。
2009年5月：２回目の地下核実験強行。より厳しい制裁を含む国連安保理決議1874の採択。

出典：IAEA-HP、国連HP等より事務局作成

4-10 核不拡散に関する最近の状況



62

3. NPT未加入国
－ インド・パキスタン（核兵器保有）。
－ イスラエル（核兵器保有につき肯定も否定もせず）。

4. 核不拡散・核軍縮（2009年9月：安保理決議）
－ NPTの重要性再確認、2010年運用検討会議でのNPT強化、NPT非締約国に対して非核兵器国としてのNPT加
入を要請。

－ IAEA追加議定書への署名・批准・実施を要請。
－ 関係当事国（それぞれへの名称への言及はないが北朝鮮及びイランを暗示）に関連安保理決議の遵守を要求。
－ 米露によるSTARTI後継条約に向けた交渉を歓迎、誠実な核軍縮交渉を要請。
－ すべての国が核実験を行わず、CTBTに署名・批准し、同条約が早期に発効することを要請。
－ 早期に兵器用核分裂性物質生産禁止条約（カットオフ条約：ＦＭＣＴ）の交渉を開始することを要請。
－ 核セキュリティ・サミットへの支持表明。機微物質や技術の移転管理等、核テロ対策の具体的な措置を講じていく
ことをすべての国に呼びかけ。安保理決議1540の完全な履行のために協力することを要請。

等

5. その他
－ 韓国は大規模原子力利用国であり、我が国同様に核拡散抵抗性のある核燃料サイクル確立を目指し、INPRO、
GIF、GNEP等の国際協力へ積極的に参加して、核拡散抵抗性の高い第4世代炉の開発を進めている。

－ ブラジルでは、運転中の発電所の燃料自給を目的とし、2006年5月にレゼンデ濃縮工場が操業を開始。
2010年までに燃料の完全国産化を目指しており、将来的には燃料の海外輸出も視野に入れている。

ー アルゼンチンでは、パイロット・ガス拡散法濃縮工場を運転しているほか、再処理工場も建設中である。濃
縮工場で濃縮された２０％ウラン燃料は、アルゼンチン製研究炉とともにアルジェリアに輸出されている。

出典：IAEA-HP、国連、外務省HP等より事務局作成

4-11 核不拡散に関する最近の状況、続き
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1. オバマ米国大統領による「核兵器のない世界」に関する演説、2009.04
－ 核廃絶の追及：安全保障戦略における核兵器の役割低減と核軍備削減。ロシアとの新たな戦略兵器
削減条約交渉。核兵器の役割。CTBT早期批准。FMCTの早期交渉開始。

－ 核不拡散の強化：国際的な査察の強化と違反国への厳しい措置。国際核燃料バンクを含む原子力平和利用
の新たな枠組み構築。

－ 核テロの防止：テロリストの標的となりうるあらゆる核物質を4年以内に安全な管理下におく国際的努力。
核の闇市場解体。拡散に対する安全保障構想(ＰＳＩ)等の国際的取組の制度化。核セキュリティ・サミットの開催。

2. G8ラクイラサミット「不拡散に関するラクイラ声明」、2009.07
－ NPT、化学兵器禁止条約(CWC)、生物兵器禁止条約(BTWC)に未加盟の国に加入を求める。
－ 2010年運用検討会議によるNPT体制強化の取組。包括的保障措置及び追加議定書普遍化の努力。
－ 包括的核実験禁止条約(CTBT)早期発効及び普遍化の努力を強化。
－ 兵器用核分裂性物質生産禁止条約(FMCT)の早期交渉開始を支持。
－ 第一次戦略兵器削減条約(START I)に代わる法的拘束力のある合意を結ぶとの米露の意思を歓迎。
－ IAEAとの協力において、核不拡散、保障措置、安全及びセキュリティの促進にコミット。
－ 濃縮及び再処理の資機材等の移転に関する強化されたメカニズム実施のためNSGの早期合意を求める。

3. エルバラダイIAEA事務局長演説より、「２１世紀の原子力エネルギー」閣僚級会合、2009.04
－ 核不拡散の観点からは、濃縮とﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ分離の技術を持つ国は、短期間で核兵器が開発できる国とみなせる。
今、これらの国にその意図がないとしても、安全保障リスクの認識が変われば意図も変わり得る。

－ 究極的には、核燃料サイクル全体を多国間アプローチとすることが、核拡散リスクを抑えつつ安全な原子力平和
利用を拡大することに大いに有効と考える。

原子力平和利用拡大の動向を受けて、核不拡体制徹底の必要性が述べられている。

4-12 核不拡散に関する今後の課題
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１４０．０スイス

３１１．４ベルギー

８５５．５ドイツ

１３１８．７日本

（報告対象外）*3０．０中国

２１９８２．２仏国

３５１０８．０英国

１１１４４．９ロシア

４９２５３．９米国

使用済燃料中のプルトニウム＊２未照射プルトニウム＊１

国際プルトニウム指針に基づきIAEAから公表されている
平成１９年末における各国の自国内のプルトニウム保有量を合計した値

【国際プルトニウム指針について】
平成６年２月:プルトニウム利用の透明性向上のための国際的枠組みの構築について、関係９ヶ国（米、露、英、仏、中、日、
独、ベルギー及びスイス）による検討を開始。
平成９年１２月: プルトニウム利用に係る基本的原則とともに、プルトニウム保有量の公表等を定めた国際プルトニウム指針
を９ヶ国が採用を決定。
平成１０年３月: 指針に基づきＩＡＥＡに報告された各国のプルトニウム保有量及びプルトニウム利用に関する政策ステートメ
ントについて、ＩＡＥＡが公表。

4-13 主な国々のプルトニウム保有量

出典：原子力委員会定例会（平成２１年、第３４回）資料より

（トンＰｕ）

（注１) 数値は、それぞれ自国内にある量。
（注２）民生プルトニウム及び防衛目的としては不要となったプルトニウム。
＊１：四捨五入により１００ｋｇ単位とした。ただし、５０ｋｇ未満の報告がなされている項目は合計しない。
＊２：四捨五入により１０００ｋｇ単位とした。ただし、５００ｋｇ未満の報告がなされている項目は合計しない。
＊3：中国は、未照射プルトニウム量についてのみ公表する旨表明。
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4-14 統合保障措置

１．概要
－ 適用の条件：包括的保障措置協定(CSA)及び追加議定書(AP)を一定期間にわたって受け入れており、
IAEAが「保障措置下にある核物質の転用」及び「未申告の核物質及び原子力活動」が存在しないとの「拡
大結論」を出した国。「拡大結論」は毎年確認される。

－ 内容：IAEAは、APによる保障措置強化のための新しい手段を用いることにより、計量管理に基づく従来の
保障措置手法による活動を合理化し、利用可能な資源の範囲で最大限の効果と効率化の達成を図る。

－ 2002年3月のIAEA理事会で、上記の青写真となる「統合保障措置の概念的枠組み」を採択。
－ IAEAは、対象となる国の国内保障措置体制に応じて具体的な組み合わせを構築し、「統合保障措置」とし
て適用。

2. 適用実績
－ 2008年当初から適用、25カ国：オーストラリア、オーストリア、バングラデシュ、ブルガリア、カナダ、チェコ、
エクアドル、ガーナ、ギリシア、バチカン、ハンガリー、インドネシア、アイルランド、ジャマイカ、日本、ラトビア、
リトアニア、マリ、ノルウェー、ペルー、ポーランド、ボルトガル、ルーマニア、スロベニア、ウズベキスタン

－ 2008年に適用開始、8カ国：チリ、クロアチア、フィンランド、イタリア、マルタ、モナコ、パラオ、韓国
－ 統合保障措置が構築済みだが未適用、3カ国：キューバ、ルクセンブルグ、ウルグアイ
－ 統合保障措置が構築中、3カ国：アルメニア、デンマーク、スウェーデン

3. 統合保障措置の適用の例
－ 2008年8月より「サイト統合保障措置」が世界ではじめてプルトニウムを扱う施設を含むJNC-1サイト（日
本原子力研究開発機構東海研究開発センターの再処理工場及びプルトニウム燃料製造施設他、計6施設
）に適用された。これにより、従来の査察に比較して、査察人工数が約2/3に減少すると期待されている。

出典：IAEA、文部科学省HPより事務局作成

統合保障措置を適用することによるＩＡＥＡの検認活動の合理化が図られている。



66

4-15 核燃料サイクル施設の多国間管理の構想

○ 濃縮、再処理技術を持つ国を限定して拡散を防止する概念は1950年代からある。

○ エルバラダイIAEA事務局長の提案（エコノミスト誌への寄稿、2003年）：
・ 民生用施設での兵器用核物質（高濃縮ウラン、プルトニウム）生産に歯止めをかけるた
め、濃縮や再処理を多国間管理の施設のみに制限。

・ 原子力平和利用を行う事業者が、燃料供給、使用済燃料管理、放射性廃棄物処分等
の必要なサービスを受けられる保証の仕組みを整備。

○ 核燃料供給保証にかかわる6カ国提案（米・英・仏・露・独・蘭、2006年）
・ 濃縮技術獲得を放棄した国に対して、政治的理由による核燃料供給途絶が生じた場合
に、多国間管理下で備蓄する低濃縮ウランを用いること等による核燃料供給を保証。

○ その他の核燃料供給保証にかかわる提案
・ 濃縮ウラン備蓄やバックアップ用濃縮・燃料製造役務準備の方法等について、露・日・
独等から種々の提案がなされている。
・ 2009年11月のＩＡＥＡ理事会で、ＩＡＥＡ加盟国に供給するための低濃縮ウラン備蓄を
露国内に確保するという露提案の実現に向けた決議を採択。

○ その他の提案については、ＩＡＥＡ理事会や国際セミナー等での議論が行われてきたが、
進展していない。

・核燃料サイクル施設を多国間管理として核拡散抵抗性を高めるべきとの議論がある。
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可能性のある
枠組み

アンガルスク
国際ウラン濃縮
センター

核燃料サイクル
の多国間管理化

IAEA核燃料供給
登録システム

IAEA核燃料
バンク

核燃料への信頼でき
るアクセスのための
マルチラテラル・メカ
ニズム（六ヵ国提案）

低濃縮ウラン、

燃料製造役
務

低濃縮ウラン、

濃縮役務等

低濃縮ウラン、

濃縮役務

低濃縮ウラン、

濃縮役務、

燃料製造役務等

*フロントエンド全体

低濃縮ウラン低濃縮ウラン、

濃縮役務
供
給

対
象

IAEAロシアドイツ日本
Nuclear Threat 
Initiative
(米シンクタンク)

米、仏、英、独、蘭、
露

提
案
名

・
提
案
者

国際的な核不
拡散規範の
遵守

国際的な核不拡散
規範の遵守

国際的な核不拡
散規範の遵守

国際的な核不拡散
規範の遵守

IAEA及び加盟国に
一任(国際的な核不
拡散規範の遵守等)

自ら濃縮、再処理を
行わないこと等

要
件

2007年6月2007年6月2007年5月2006年9月2006年9月2006年5月
年
月

供給ネットワークの
構築、濃縮ウラン備
蓄の創設等

各国、機関か
らの既存の提
案を包含する
案として提示
された。

露アンガルスクに国
際ウラン濃縮セン
ターを設立(2007
年9月登記、2008
年事業許可取得)

「非主権地帯」を
設け、IAEA管理
下に多国間管理
の濃縮、備蓄施
設

燃料供給能力を仮
想登録、供給途絶
時に提供

備蓄低濃縮ウランの
提供(米、ノルウェー、
UAE、EU、クウェート
が資金の拠出を表
明)

備
考

4-16 核燃料供給保証に関する主な提案

出典：日本原子力研究開発機構「国際的な核不拡散体制強化に関する制度整備構想の調査」より事務局作成

目的：濃縮、再処理等の機微技術の拡散の防止
内容：要件を満たす国は、政治的な理由による燃料供給途絶時に燃料供給(燃料もしくは製造
役務提供)が保証される。
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4-17 将来の先進的な保障措置に関する最近の動向

1. 米国による次世代保障措置イニシアティブ(NGSI)
－ 原子力利用拡大に伴う保障措置対象の増加、追加議定書締約国の増加に伴う扱う情報量の増大等、ま
た、イランや北朝鮮等への対応が求められる状況であるが、ＩＡＥＡの資源は不足。

－ DOE/NNSAが、今後25年間を見通してIAEA保障措置が直面するであろう課題、これを解決するための
提言をまとめた。この提言を踏まえ、次世代保障措置イニシアティブ（NGSI）が提案され、2008年より開始。

－ 保障措置政策及びアプローチの強化、技術開発、人材育成、基盤強化（国内保障措置体制の強化等）等
を行う。

－ 日本を含む10数ヵ国及びＩＡＥＡが参加。

2．Safeguard by Design (SBD)
－ 査察側の効果的かつ効率的な査察の実施、施設側の負担及びコストを低減を可能とするため、将来の
核燃料サイクル施設に対して設計段階から保障措置対応を取り込むためのガイドラインを作成するための
議論をIAEAで実施（第１回2008年10月、2009年中に文書を発行予定）。

出典：NNSA、IAEA-HP等から事務局作成

設計段階からの対応等の新たな手法、国内体制の整備・強化、等が検討されている。



69

4-18 核軍縮

【戦略兵器削減条約(START)】
ー 米露間の戦略核兵器削減条約

【包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）】 -未発効-
ー 宇宙空間、大気圏内、水中、地下を含むあらゆる空間における核兵器の実験的爆発及び他の核爆発を
禁止する。
ー この条約の趣旨及び目的を達成し、この条約の規定の実施を確保する等のため、包括的核実験禁止条
約機関（CTBTO）を設立する。
ー 条約の遵守について検証するために、国際監視制度、現地査察、信頼醸成措置等から成る検証制度を
設ける。

【核兵器用核分裂性物質生産禁止条約（ＦＭＣＴ）】 -交渉開始模索中-
ー 核爆発装置の研究・製造・使用のための高濃縮ウラン及びプルトニウム等の生産禁止
ー その目的のための高濃縮ウラン及びプルトニウム生産に対する他国による援助の禁止

【非核地帯条約】
ー 特定の地域において、域内国による核兵器の生産、取得、保有及び管理を禁止し、また、核兵器国（米
、露、英、仏、中）が域内への核攻撃をしないことを誓約する条約・議定書により核のない地帯を作る。
ー トラテロルコ条約（中南米３３ヵ国）、ラロトンガ条約（太平洋諸島フォーラム加盟の１６の国と地域）、バ
ンコク条約（ＡＳＥＡＮ諸国１０ヵ国）、ペリンダバ条約（アフリカ諸国５４ヵ国）、中央アジア非核兵器地帯
条約（中央アジア５ヵ国）

出典：外務省ＨＰ

国際社会の注目が集まる中、種々の取組がなされている。



70

4-19 原子力防護

【原子力防護とは】
核物質や放射線源がテロに用いられるケース（ＩＡＥＡによる想定）：
①核兵器の盗取、
②盗取された核物質を用いた核爆発装置の製造、
③放射性物質の発散装置（いわゆる「汚い爆弾」）の製造、
④原子力施設や放射性物質の輸送等に対する妨害破壊行為。

原子力防護：これらの脅威が現実のものとならないように講じられる措置。

出典:原子力委員会政策評価部会第１０回資料第５号より事務局作成

核テロへの関心の高まりを受け、原子力防護の向上のための活動が強化されつつある｡

・「核物質の防護に関する条約」の改正採択。（７月）2005年

・ＩＡＥＡ理事会：第二次原子力防護活動計画（2006～2009年）を承認、実施中。（９月）2005年

・「放射線源の輸出入ガイダンス」（９月）2004年

・「核によるテロリズムの行為の防止に関する国際条約（核テロ防止条約）」採択（４月）2005年

・「放射線源の安全とセキュリティのための行動規範」（９月）2003年

・米国同時多発テロ（９月）
・ＩＡＥＡ総会決議採択「事務局長が、核物質や放射性物質と結びついたテロを防止するためのＩＡＥＡの活動と事業を強化
するための作業を見直し、可及的速やかに理事会に報告することを要請する」（９月）

2001年

・米ロ首脳「核テロリズムに対抗するためのグローバル・イニシアティブ」を提唱。（７月）2006年

2002年 ・ＩＡＥＡ理事会：核テロ防止対策支援のためにＩＡＥＡが実施すべき事業計画（Action Programme）を承認。同事業計画を
推進するための原子力防護基金（NSF）を創設。（３月）

2003年 ・ＩＡＥＡ：第一次原子力防護活動計画を実施。（～2005年）
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５．我が国における原子力利用の状況５．我が国における原子力利用の状況
（１）（１） 原子力平和利用の担保原子力平和利用の担保



72

5-1 国内法等による原子力平和利用の担保

＜原子力基本法＞ 昭和３０年１２月

○ 原子力の研究、開発及び利用は、平和の目的に限り、安全の確保を旨として、民主的な運営の
下に、自主的にこれを行うものとし、その成果を公開し、進んで国際協力に資するものとする。
（第二条）

○ （昭和37年第8回原子力委員会定例会での決定：我が国が外国の原子力利用に関係する場合にも、原子
力基本法の精神を貫くべき。我が国から外国に供給する核原料物質、核燃料物質、原子炉炉心および特

殊質の分離精製装置が、平和目的に限って利用されることを確保することが必要。）

＜核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律＞ 昭和３２年６月

○ 原子力基本法の精神にのっとり、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の利用が平和の目的に
限られ、かつ、これらの利用が計画的に行われることを確保するとともに、これらによる災害を防
止し、及び核燃料物質を防護して、公共の安全を図るために、製錬、加工、貯蔵、再処理及び
廃棄の事業並びに原子炉の設置及び運転等に関する必要な規制を行うほか、原子力の研究、
開発及び利用に関する条約その他の国際約束を実施するために、国際規制物資の使用等に関
する必要な規制を行うことを目的とする。（第一条）

○ 原子炉が平和の目的以外に利用されるおそれがないこと。（第二四条、主務大臣の許可の基準
の一）

＜非核三原則＞ 昭和４２年

○ 日本は核兵器を持たず、作らず、持ち込ませず。
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5-2 原子力平和利用の担保

出典：文部科学省HP等より事務局作成

・日本には大型の核燃料サイクル施設がある。
・日本は原子力活動を平和の目的に限り、全ての原子力活動をIAEA保障措置下に置
いている。
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5-3 原子力平和利用の透明性確保

出典：原子力委員会定例会（平成２１年、第３４回）資料より

使用目的のないプルトニウムを持たない政策を表明し、自主的かつ詳細に分離プルト
ニウム管理状況を公表。

原子炉施設等

再処理施設燃料加工施設

3,620合計

78新燃料製品等

1,047試験及び加工段階Pu

2,495酸化Pu

4,384合計

3,435酸化Pu

950硝酸Pu等

△ 3増減量

340払出総量

使用済燃料

15払出総量

1,692新燃料及び研究開発用

1,583【回収量】硝酸Puから酸化Pu
に転換した量

997【分離総量】使用済燃料を再
処理に供した量

（注１）国内の値については、単位はkgPu。
海外の値については、単位はkgPuf。

（注２）「保管量」は平成２０年末の値。
（注３）「施設内移動量及び増減量」は平成２０年１年間の値。
（注４）「△」は、減量を示す。

0【装荷総量】原子炉へ装荷した量

【海外に保管中の分離Pu量】

【保管量】

【保管量】

【保管量】

（施設内移動量及び増減量）

（施設内移動量及び増減量）

（施設内移動量及び増減量）

9,696国内合計

△ 17増減量

284【使用量】燃料加工のため
に使用した酸化Puの量

25,212海外合計

（核分裂性Pu量）
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5-4 原子力平和利用の透明性確保、続き

使用目的のないプルトニウムを持たない政策を表明し、自主的に分離プルトニウム利
用計画を公表。

出典：原子力委員会定例会（平成２１年、第３４回）資料より
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5-5 輸出管理体制の例

外

国

為

替

及

び

外

国

貿

易

法

輸
出
貿
易
管
理
令

外

国

為

替

令

技術

貨物

２項：原子力
核燃料物質・核原料物質、原子炉・原子炉
用発電装置等、工作機械、測定装置 等

別表第１に掲載された貨物

１６項：補完品目

※申請窓口：
経済産業省安全保障貿易審査課又は各地の経済産業局

※キャッチオール事前相談窓口：
経済産業省安全保障貿易審査課

リスト規制
原子力供給国グループ（ＮＳＧ）ガイドライン等の国際
レジーム合意に基づき、規制品・技術等の輸出等につい
て許可を必要とする規制。対象地域は全地域。

キャッチオール規制
リスト規制対象以外の貨物や技術について、大量破壊兵
器等の開発等に用いられるおそれがある場合に、許可を
必要とする規制。対象地域は、適切な輸出管理が行われ
ている２６ヵ国*を除く全地域。

（参考）許可が必要となる場合
①貨物や技術の「需要者」や「用途」からみて大量破
壊兵器等の開発等に用いられるおそれがある場合

②経済産業省から輸出許可が必要である旨の通知（イ
ンフォーム）を受けている場合

輸出・役務取引の許可に際しての審査事項
１．輸出される貨物・提供される技術が実際に需要者に到達すること
２．申請書上の需要者が実際にその貨物・技術を使用すること
３．その貨物・技術（その技術によって製造される貨物を含む）が国際的な平和
及び安全の維持を妨げるおそれのある用途に使用されないこと

４．その貨物・技術が需要者によって適正に管理されること

規制の概要

我が国は外国為替及び外国貿易法により、NSGｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに沿った輸出管理を実施。

２項：原子力
核燃料物質・核原料物質、原子炉・原子炉
用発電装置等、工作機械、測定装置 等

別表に掲載された貨物の設計、製造又は使用に係る技術

１６項：補完品目

※申請窓口：
経済産業省安全保障貿易審査課又は各地の経済産業局

※キャッチオール事前相談窓口：
経済産業省安全保障貿易審査課

* 適切な輸出管理が行われている２６ヵ国（輸出令別表第３に掲げる国）

アイルランド、アメリカ合衆国、アルゼンチン、イタリア、英国、オーストラリア、オースト

リア、オランダ、カナダ、ギリシャ、スイス、スウェーデン、スペイン、大韓民国、チェコ、

デンマーク、ドイツ、ニュージーランド、ノルウェー、ハンガリー、フィンランド、フランス、

ベルギー、ポーランド、ポルトガル、ルクセンブルク

（参考）法改正(平成２１年４月公布)について
○技術取引規制の見直し
安全保障上懸念のある技術の対外取引を全て許可対象と
し、ＵＳＢメモリ等の国境を越えた持ち出しについても許可対
象とする規制の見直し

○罰則強化 等
無許可輸出等の罰則強化と不正な手段による許可取得を
罰する規定の導入、輸出者等遵守基準の導入、仲介貿易
取引規制の見直し

出典：原子力委員会国際問題懇談会（第４回）資料第２号、経産省HPをもとに事務局作成
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5-6 原子力防護（国内における活動）

出典:原子力委員会 地球環境保全・エネルギー安定供給のための
原子力のビジョンを考える懇談会 第３回資料第２号より事務局作成

国際的な関心の高まりを踏まえ、日本も積極的な対応を実施している。

◆我が国の核物質防護対策の経緯

○原子力施設からの核物質の不法移転（盗取等）や、原子力施設等へのサボタージュ（妨害破壊
行為）による放射性物質の外部放出に対する防護のため、原子力事業者は、原子炉等規制法
において必要な防護措置（防護区域等の設定、出入管理、監視装置、見張り人の巡視、詳細
事項の情報管理等）を実施してきたところ。原子力安全・保安院及び文部科学省は、治安当局
と連携して実施。

○近年、国際的なテロ脅威の高まり等から、平時における対応として原子力事業者が講じる核
物質防護対策についても、国際的に遜色のないレベルにまで引き上げることが重要。

○国際原子力機関（ＩＡＥＡ）ガイドラインを踏まえ、抜本的な核物質防護対策の強化を図るため、
設計基礎脅威（ＤＢＴ）の導入、核物質防護検査制度の創設、核物質防護に係る秘密保持義
務制度の制定を盛り込んだ原子炉等規制法の改正等を実施（平成１７年１２月１日施行。）

○この結果、国際的水準に適合し、想定される脅威に応じた核物質防護対策の強化が図られる
こととなった。

◆放射性同位元素のセキュリティ対策

○文部科学省の放射線安全規制検討会にＷＧを設置して、検討中。
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核物質防護条約
二国間

原子力協定

核物質の国際間輸送
に係る核物質防護措
置、核物質の盗取に
対する刑事罰則化等
を規定

当事国双方が適切な
核物質防護措置をとる
べきこと等を規定。
米、英、仏、加、豪、中、
EURATOM

国内での核物質防護に係る規制。このほか、船舶安全法、航空法などでも対処

IAEAのガイドライン
（INFCIRC/225）

核物質防護についての具体
的なガイドライン

核テロ防止条約

IAEA核セキュリティ関連文書
（Nuclear Security Series）

原子炉等規制法等の改正により
担保

放射線発散処罰法で担保

その他

5-7 我が国の原子力防護の制度

原子炉等規制法

原子力委員会
原子力防護の基本的考え方

国（文部科学省、原子力安全・保安院）
●設計基礎脅威
●核物質防護検査

原子力事業者
●核物質防護管理者の選任
●核物質防護規定

●核物質防護に係る秘密保持義務

出典：日本原子力研究開発機構HPより事務局作成
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5-8 IAEA保障措置の歴史と我が国の対応

－ IAEA －
＜1953年12月 ｱｲｾﾞﾝﾊﾜｰ大統領「Atoms for Peace」＞
1957年7月 IAEA発足
＜1957年12月 PWR初臨界：米、WH製ｼｯﾋﾟﾝｸﾞﾎﾟｰﾄ炉＞

1959年1月 最初のIAEA保障措置の適用（日本のJRR-3）
＜1960年6月 BWR初臨界：米、GE製ﾄﾞﾚｽﾃﾞﾝ炉＞

1961年 INFCIRC/26：最初の保障措置モデル文書

1964年 INFCIRC/26改訂、10万kW以上の原子炉に適用
－ 東海発電所が最初の対象

1965年6月 INFCIRC/66：個別の保障措置モデル
1966年 同Rev.1：原子炉に加えて再処理施設も対象
1968年 同Rev.2：さらに燃料製造施設も対象

出典：IAEA-HP、JAEA-HP等より事務局作成

我が国は、IAEA保障措置の発展に大きく貢献してきた。

－ 日本 －
＜1955年12月 最初の原子力協定（日米の研究協定）＞
1957年8月 日本初の研究炉JRR-1初臨界（濃縮ウラン使
用、米国製）

1958年9月 第2回IAEA総会において、IAEA保障措置が整
備されれば、日米二国間で実施中の保障措置を移行す
ることを表明

＜1958年12月 日米原子力協定＞
＜1958年12月 日英原子力協定＞

1959年3月 初の国産研究炉JRR-3用の天然ウラン（カナ
ダから贈与）への、IAEA最初の保障措置を適用

＜1960年7月 日加原子力協定＞
1961年 日米及び日加の二国間保障措置をIAEA保障措
置に移行する検討を提案

1962年9月 JRR-3初臨界

1963年8月 国内初の動力試験炉JPDR（濃縮ウラン使用
のBWR、米国GE製）初臨界

1963年9月 日米及び日英二国間保障措置をIAEA保障措
置に移行

1965年5月 国内初の発電炉が初臨界（日本原電東海発
電所、ｺｰﾙﾀﾞｰﾎｰﾙ型、天然ウラン使用、英国製）
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5-9 IAEA保障措置の歴史と我が国の対応、続き

＜1970年3月 NPT発効＞

1972年 INFCIRC/153：包括的保障措置モデル

1978年 東海改良保障措置技術試験(TASTEX）開始
－ 目的：東海再処理工場の保障措置技術の開発・実証

1980年 HSP保障措置プロジェクト開始
－ 目的：遠心分離法濃縮施設の査察手法確立

1988年 LASCAR保障措置プロジェクト開始
－ 目的：大型再処理施設の保障措置手法確立

1998年 INFCIRC/540：モデル追加議定書

2002年 統合保障措置の概念的枠組み

＜1968年7月 日米原子力協定改訂＞
＜1968年10月 日英原子力協定改訂＞

1970年3月 国内初のBWR運開（日本原電敦賀1号）
1970年11月 国内初のPWR運開（関電美浜１号）
＜1972年7月 日豪原子力協定＞
＜1972年9月 日仏原子力協定＞
1976年6月 NPT批准
1977年4月 高速実験炉常陽初臨界
1977年9月 東海再処理工場ﾎｯﾄ試験開始（仏SGN社製）
1977年12月 包括的保障措置協定締結

1979年9月 国産技術による人形峠濃縮パイロット施設稼
動（遠心分離法）

＜1980年9月 新日加原子力協定＞
＜1982年8月 新日豪原子力協定＞
＜1986年7月 日中原子力協定＞
＜1988年7月 新日米原子力協定＞
＜1990年7月 日仏原子力協定改訂＞
1993年 六ヶ所再処理工場着工（800㌧/年）
＜1998年10月 新日英原子力協定＞
1999年 追加議定書締結

2004年 統合保障措置適用開始
＜2006年12月 日ﾕｰﾗﾄﾑ原子力協定＞

出典：IAEA-HP、JAEA-HP等より事務局作成
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六者間保障措置プロジェクト(HSP: Hexapartite Safeguards Project)

1. 背景
－ 当時、運転を開始したオランダ、日本の遠心法ウラン濃縮施設に対して、暫定的なIAEA保
障措置が適用されていた。

－ 保障措置手法を確立し、通常査察に移行するための国際的検討を行うことが米国より提
案された。

2. 期間：1980年-1983年
3. 参加国（当時の状況）：日本（人形峠パイロット施設運転中）、英国・西独・オランダ（共同でアルメロ
施設運転中）、オーストラリア（施設建設計画中）、米国（施設建設中）、ユーラトム、IAEA

4. 論点
－ 高濃縮ウランの製造の可能性を持つ一方で、核不拡散及び商業上の「機微な技術」を有
する施設において、機微な情報の保護と有効な保障措置の適用のバランスがとれた査察
方法を定める。

5. 結論
－ 我が国の提案に基づいて策定された「頻度限定無通告立ち入り (LFUA: Limited 
Frequency Unannounced Access) を含む査察手法を合意。

－ 査察内容は、配管等の目視検認，ウラン濃縮度の検認、封印の適用等。

我が国は、国際的な協力による保障措置手法の確立に積極的に参画。

5-10 ウラン濃縮施設の保障措置技術開発

出典：サイクル機構技報等より事務局作成
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東海改良保障措置技術試験(TASTEX)

目的：東海再処理工場の運転開始を機に、より効果的で効率的な保障措置の適用のための手法
と技術の開発及び実証を、同工場を利用して行う。

方法：日本からIAEAへの特別拠出金により情報収集と専門家のアドバイスを得て実施。
期間：1978年－1981年。参加国：日、仏、米、IAEA。
内容：化学処理工程区域、プルトニウム生産貯蔵区域等、再処理工場の各区域における分析技
術及び監視技術を対象に13の研究項目を実施。

対IAEA保障措置技術支援計画(JASPAS: Japan Support Program for Agency Safeguards)

目的：日本の保障措置技術開発成果を活用してIAEAに積極的に協力し、日本の保障措置の信頼
性を確保。（1981年開始）

方法：
①実施機関の予算で協力（技術提供、コストフリーエキスパート（CFE）の派遣、試験現場の提供）
②特別拠出金事業に伴うCFE派遣
※ JASPASの枠組みにおけるIAEAへの支援は、当初、再処理施設において始まったが、現在は、
様々な分野での技術支援がなされている。

5-11 再処理施設の保障措置技術開発

国際的な協力による保障措置手法の開発支援に参画し、結果を実施設に適用。

出典：サイクル機構技報等より事務局作成
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大型再処理施設保障措置プロジェクト(Large Scale Reprocessing Plant Safeguards：LASCAR)

目的：1990年代に操業開始が予定された大型再処理施設を対象とした効果的かつ効率的な保
障措置手法の確立。

方法：日本からIAEAへの特別拠出金により情報収集と専門家のアドバイスを得て実施。
期間：1988年－1992年。参加国：仏、独、日、英、米、ユーラトム、IAEA。
主な結論：
①計量管理に適用する測定器の開発及び測定技術の向上に努め、最新の技術を採用する。
②NRTA(Near Real Time Material Accountancy)を適用し、在来型計量管理より転用検知の
適時性の向上を図る。
③再処理工場内に査察用の分析所を設置することにより、測定精度と転用検知の適時性の向
上を図る。
④高度に自動化された最新鋭の大型商用再処理工場には、査察官非立会検認手法の適用の
必要性が認識された。
⑤設計情報の早期提出、工場建設中の設計情報検認を実施する。
⑥プロセスパラメータモニタリング等により施設が申告通り運転されていることを確認する。

→これらの提言を踏まえ、JAEA東海再処理工場における経験に基づいて、六ヶ所再処理工場の
保障措置システムが構築されている。

5-12 大型再処理施設の保障措置技術開発

国際的な協力による保障措置手法の開発支援に参画し、結果を実施設に適用。

出典：核物質管理センターニュース等より事務局作成
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背景 – Near Real Time Accounting (近実時間計量管理) -
・大型商用再処理工場では、プルトニウム処理量増大に伴い、計量誤差が増大。
・有意量の転用を適時に探知できない恐れ。
→運転中の工程内在庫の測定を頻繁に行い、探知の感度及び適時性を改善する

経緯：
・JASPASプロジェクト（Japan Support Program for the Agency Safeguards)の一項目として、JAEAの東海再処
理工場でIAEAと共同のフィールドテスト等を行い、適用性を確認。六ヶ所にも適用されている。

検認方法：
・一定期間ごとに工程内の一部の機器中の核物質の濃度、液位等から、工程内の在庫量を推定。
・入量、工程内在庫推定量、出量から、在庫差*を評価；
・在庫差とそれに関連する測定誤差とを適時に評価。
・算出した在庫差及びそのトレンドから、転用の有無を検知する。

＊在庫差 （MUF ＝ （期首実在庫 ＋ 在庫増加の和 ー 在庫減少の和 ） ー 期末実在庫 ）

5-13 大型再処理施設の保障措置技術開発、続き

84

中間貯槽供給槽

入庫計量槽 工程機器 工程機器

物質収支区間

入量測定
出量測定

在庫推定量
（一定期間ごとに
工程内機器の液
位、濃度等測定）

製品計量槽

出典：サイクル機構技報等より事務局作成
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集合体貯蔵庫プルトニウム貯蔵庫
粉末 ペレット

ピン

工程（グローブボックス）

HRGS （高分解能ガンマ線スペクトル分析装置）PSMC （プルトニウムスクラップ測定装置）

MAGB （工程内搬送容器測定システム） SBAS （改良型グローブボックス測定システム）

5-14 燃料加工施設の保障措置システム
ウラン-プルトニウム混合酸化物燃料製造施設（日本原子力研究開発機構プルトニウム第３開発室）の保障措置技術開発
背景：自動化工程に対応した保障措置システムの開発による査察の効率化が求められていた。

工程の機器への付着（ホールドアップ）や廃棄物中に含まれている核物質の測定技術の確立
主な技術開発：工程中の核物質の非立会検認装置、ホールドアップ、廃棄物の非破壊測定装置を開発。

工程内のホールドアップを迅速、簡便に測定する。

廃棄物

WDAS （廃棄物ドラム測定装置）

廃棄物に付着する
核物質の量を迅速、
簡便に測定

FPAS （燃料ピン測定システム）

燃料ピン内の核物質を非破壊で分析する。

工程間を搬送する際に、容
器内のプルトニウム量を測
定する。

出典：日本原子力研究開発機構HP等より事務局作成
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追加議定書では、未申告活動を探知すること
を目的に原子力施設等において環境試料を採
取し、その中に含まれる極微量の核物質の同
位体比分析を行い大きな成果を上げているが、
この分析技術開発と技術の供与では、原子力
機構が貢献を果たしている。

2003年よりIAEAネットワーク分析所（NWAL）
として国（文部科学省）及びIAEAが採取した環
境試料の分析を実施。

保障措置環境試料分析技術開発

5-15 環境サンプリング技術

独自の要素技術を開発して、IAEAに協力。

出典：原子力委員会政策評価部会第８回資料第２－３号より事務局作成

日本原子力研究開発機構 高度環境分析研究棟（CLEAR）
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5-16 我が国の保障措置実施体制

・原子力施設を有する事業者が核物質の計量管理を実施。
・国（文部科学省）とＩＡＥＡが査察を実施。
・毎年、ＩＡＥＡから全ての核物質が平和的活動の中に留まっているとの評価を受けている。

国際原子力機関（IAEA）等

補
完
的
な
ア
ク
セ
ス

国
際
査
察

活
動
状
況
の
報
告
等

追加議定書の対象
・原子力関連資機材の製造組立場所
・核物質を用いない核燃料サイクル
関連研究開発活動の実施場所
・ウラン鉱山 等

原子力施設

計
量
管
理
報
等

報
告

報
告

加工施設、原子炉施設、
再処理施設、使用施設、等

外 務 省

文 部 科 学 省 （我が国全体の保障措置の企画・実施）

評価報告 保障措置に関する協議等

保障措置検査（査察）
①計量管理
②カメラ、封印等による
封じ込め/監視

③現場立入 等

指定情報処理機関
・核物質の計量管理報告
の情報処理及び解析

指定保障措置検査等実施機関
①保障措置検査
②試料分析 等

国内査察

*2

*1

*1：通常査察中に発生した補完的なアクセス等を除く
*2：「指定保障措置検査等実施機関」、「指定情報処理機関」として、原子炉等規制法に基づき（財）核物質管理センターを指定。

*2

我が国における保障措置実施体制

連携・協力

出典：文部科学省HPより事務局作成

出典：原子力委員会国際専門部会（第１回）資料第２号より抜粋

(独)日本原子力研究開発機構東海研究開発センター
核燃料サイクル工学研究所（成型加工）

(独)日本原子力研究開発機構東海研究開発センター
核燃料サイクル工学研究所（再処理）

(独)日本原子力研究開発機構東海研究開発センター
原子力科学研究所(廃棄物埋設）
三菱原子燃料㈱（再転換・成型加工）
原子燃料工業㈱東海事業所（成型加工）

㈱グローバル・ニュークリア
・フュエル・ジャパン(成型加工）

(独)日本原子力研究開発機構
大洗研究開発センター(廃棄物管理）

日本原子力発電(株)東海第二発電所

東京電力(株)福島第二原子力発電所

東京電力(株)福島第一原子力発電所

東北電力(株)浪江・小高原子力発電所

東北電力(株)女川原子力発電所

日本原燃(株)濃縮・埋設事業所（ウラン濃縮）
日本原燃(株)濃縮・埋設事業所（廃棄物埋設）
日本原燃(株)再処理事業所(再処理）
日本原燃(株)再処理事業所(廃棄物管理）
日本原燃(株)再処理事業所(成型加工）

東北電力(株)東通原子力発電所

東京電力(株)東通原子力発電所

リサイクル燃料貯蔵(株)
リサイクル燃料備蓄センター

電源開発(株)大間原子力発電所

北海道電力(株)泊発電所

東京電力 (株)柏崎刈羽原子力発電所

北陸電力(株)志賀原子力発電所

(独)原子力研究開発機構

高速増殖原型炉もんじゅ

関西電力(株)美浜発電所

関西電力(株)大飯発電所

関西電力(株)高浜発電所

中国電力(株)島根原子力発電所

中部電力(株)浜岡原子力発電所

原子燃料工業(株)熊取事業所(成型加工）

(独)日本原子力研究開発機構
人形峠環境技術センター(ウラン濃縮）

九州電力(株)玄海原子力発電所

九州電力(株)川内原子力発電所

中国電力(株)上関原子力発電所

四国電力(株)伊方発電所

日本原子力発電(株)敦賀発電所

(独)日本原子力研究開発機構東海研究開発センター
核燃料サイクル工学研究所（成型加工）

(独)日本原子力研究開発機構東海研究開発センター
核燃料サイクル工学研究所（再処理）

(独)日本原子力研究開発機構東海研究開発センター
原子力科学研究所(廃棄物埋設）
三菱原子燃料㈱（再転換・成型加工）
原子燃料工業㈱東海事業所（成型加工）

㈱グローバル・ニュークリア
・フュエル・ジャパン(成型加工）

(独)日本原子力研究開発機構
大洗研究開発センター(廃棄物管理）

日本原子力発電(株)東海第二発電所

東京電力(株)福島第二原子力発電所

東京電力(株)福島第一原子力発電所

東北電力(株)浪江・小高原子力発電所

東北電力(株)女川原子力発電所

日本原燃(株)濃縮・埋設事業所（ウラン濃縮）
日本原燃(株)濃縮・埋設事業所（廃棄物埋設）
日本原燃(株)再処理事業所(再処理）
日本原燃(株)再処理事業所(廃棄物管理）
日本原燃(株)再処理事業所(成型加工）

東北電力(株)東通原子力発電所

東京電力(株)東通原子力発電所

リサイクル燃料貯蔵(株)
リサイクル燃料備蓄センター

電源開発(株)大間原子力発電所

北海道電力(株)泊発電所

(株 )

北陸電力(株)志賀原子力発電所

(独)原子力研究開発機構

高速増殖原型炉もんじゅ

関西電力(株)美浜発電所

関西電力(株)大飯発電所

関西電力(株)高浜発電所

中国電力(株)島根原子力発電所

中部電力(株)浜岡原子力発電所

原子燃料工業(株)熊取事業所(成型加工）

(独)日本原子力研究開発機構
人形峠環境技術センター(ウラン濃縮）

中国電力(株)上関原子力発電所

四国電力(株)伊方発電所

日本原子力発電(株)敦賀発電所

我が国の主な原子力施設
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5-17 我が国における保障措置活動状況

出典：文部科学省ＨＰより

・計量管理・査察ともに要員を投入している。

国内の保障措置業務量

計量管理報告 我が国における査察実績人・日

注１） IAEAによる査察対象の総事業所数を記載している。
注２） ２００８年に査察実績のあった事業所数を記載している。
注３） 原子炉等規制法に基づき事業者から報告された在庫変動報告、物質収支報告、実在庫量明細表の件数の合計を記載している。
注４）東京電力福島第一原子力発電所使用済燃料共用プール（使用施設）分を含む。
注５） ＩＡＥＡに提供した施設の設計情報等の正確性及び完全性を検認・検査するもの。（ＩＡＥＡの定義する査察人・日には含まれない。）
注６）追加議定書に基づき、未申告の核物質や原子力活動がないこと等を確認するため、我が国の立会いの下、従来アクセスが認められていない場所に対
してＩＡＥＡが立ち入るもの。（ＩＡＥＡの定義する査察人・日には含まれない。）
注７） 査察業務の減少は、統合保障措置（全ての保障措置手段を最適な形で組み合わせることにより、査察回数を減らしても効果を維持できる手法）の効果
等によるものであるが、保障措置業務としては、査察業務以外にも、監視カメラや測定機器の整備・調整をはじめ、設計情報や保障措置手法の適用にかか
るIAEAとの調整・手続き等があり、保障措置業務全体としては、原子力利用の拡大に伴ない業務量は増加傾向にある。
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2004年9月～

2005年1月～

施設レベル統合保障措置

サイトレベル統合保障措置

軽水炉、使用済燃料貯蔵施設、
研究炉・臨界集合体
軽水炉（MOXを使用するもの）、
低濃縮ウラン加工施設

国レベル統合保障措置
国レベル統合保障措置アプローチ

2004年6月 拡大結論

5-18 我が国における統合保障措置

段階的に適用範囲を拡大し、効果的な効率化の実績をあげてきている。

ランダム中間査察、遠隔監視等の実施により査察に
要する人日の削減と、施設運転への影響低減を図る。

2008年8月 JNC-1サイト：東海再処理工場や
ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ燃料加工施設等を含む
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５．我が国における原子力利用の状況５．我が国における原子力利用の状況
（２）（２） 原子力発電原子力発電



91

5-19 原子力政策大綱－原子力発電の着実な推進

1. 2030年以降も総発電電力量の30～40%という現在の水準程度かそれ以上の
供給割合を担うことを目指す。

2. 使用済燃料は高レベル放射性廃棄物の発生量を減じ、回収されるプルトニウム、
ウラン等を有効利用するために再処理。

3. 短・中・長期の取組
短期的取組：既存軽水炉を安全を確保しつつ最大限に活用。再処理で回収される
プルトニウムを軽水炉で利用（プルサーマル）。六ヶ所再処理事業等を着実に推
進。この規模を超える使用済燃料を中間貯蔵。高レベル放射性廃棄物の地層
処分実現を追求。

中期的取組：寿命の来た炉を改良型軽水炉で順次置き換えるため、次世代軽水炉
を開発。経済性等の条件が整うことを前提に2050年頃から商業的に導入する
べく高速増殖炉の開発を推進。

長期的取組：原子炉による水素製造、加速器による核変換、核融合、海水ウラン
の採取等の研究開発を着実に推進。

出典：「原子力政策大綱 (平成１７年１０月)，原子力委員会」より事務局編集
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● (独)日本原子力研究開発機構東海研究開発センター
核燃料サイクル工学研究所（成型加工）

■ (独)日本原子力研究開発機構東海研究開発センター
核燃料サイクル工学研究所（再処理）

◆ (独)日本原子力研究開発機構東海研究開発センター
原子力科学研究所(廃棄物埋設）

● 三菱原子燃料㈱（再転換・成型加工）
● 原子燃料工業㈱東海事業所（成型加工）

● ㈱グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパン
(成型加工）

◆ (独)日本原子力研究開発機構
大洗研究開発センター(廃棄物管理）

日本原子力発電(株)東海第二発電所

東京電力(株)福島第二原子力発電所 ４３２１

東京電力(株)福島第一原子力発電所

８７６５４３２１

東北電力(株)浪江・小高原子力発電所

東北電力(株)女川原子力発電所 ３２１

● 日本原燃(株)濃縮・埋設事業所（ウラン濃縮）
◆ 日本原燃(株)濃縮・埋設事業所（廃棄物埋設）
■ 日本原燃(株)再処理事業所(再処理）
◆ 日本原燃(株)再処理事業所(廃棄物管理）
● 日本原燃(株)再処理事業所(成型加工）

東北電力(株)東通原子力発電所 ２１

東京電力(株)東通原子力発電所 ２１

▲ リサイクル燃料貯蔵(株)リサイクル燃料備蓄センター

電源開発(株)大間原子力発電所

北海道電力(株)泊発電所 ３２１

東京電力(株)柏崎刈羽原子力発電所

４３２１ ７６５

北陸電力(株)志賀原子力発電所

２１

(独)原子力研究開発機構高速増殖原型炉もんじゅ

関西電力(株)美浜発電所

関西電力(株)大飯発電所
４３２１

関西電力(株)高浜発電所 ４３２１

中国電力(株)島根原子力発電所 ２ ３１

５４３中部電力(株)浜岡原子力発電所

● 原子燃料工業(株)熊取事業所(成型加工）

● (独)日本原子力研究開発機構
人形峠環境技術センター(ウラン濃縮）

九州電力(株)玄海原子力発電所 ２１ ４３

九州電力(株)川内原子力発電所 ２１

中国電力(株)上関原子力発電所 ２１

5-20 日本の原子力発電、核燃料サイクル施設

四国電力(株)伊方発電所

◆◆◆廃棄施設

■■■再処理施設

▲▲▲使用済燃料中間貯蔵施設

●●●加工施設サ
イ
ク
ル
施
設

1655.2万kW
１２基

394.8万kW
３基

4793.5万kW
５３基

設備容量／基数

100万kw以上

100万kw未満

50万kw未満

発
電
所

着工準備中建設中運転中

出典：世界の原子力発電開発の動向 ２００９年版を基に事務局作成

６

日本原子力発電(株)敦賀発電所
２１ ４３

３２１

３２１

３
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5-21 国内の原子力産業の市場規模

（数値は2007年度の結果）

日本における原子力産業の市場規模の変遷

・近年、国内での原子力産業の売上高、受注残高は回復してきている。

出典：原子力産業協会プレスリリース「2007年度/第49回原子力産業実態調査の概要」

支出高：1兆8,413億円
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電力会社別原子力発電設備容量
○国内外売上シェア
（総額596億ユーロ（約8兆円））

仏国内
54％

英
14％

独
12％

伊
8％

その他の
欧州諸国

10％

その他
2％

○国内外投資シェア
（総額75億ユーロ（約1兆円））

仏国内
60％

海外
40％

（例）フランス電力公社（EDF）の国際展開

出典：EDF資料

○海外の欧州型加圧水炉（ＥＰＲ）プロジェクトへの参加状況

5-22 世界の電力会社の動向例

・諸外国の電気事業者の中には、積極的に国外での事業展開を図るものもある。

出典：総合資源エネルギー調査会電気事業分科会原子力部会・国際戦略検討小委員会第１回資料

（GWe）

EDF（仏）

Energoatom（露）

韓国電力公社（韓）

東京電力（日）

エクセロン（米）

Energoatom（ｳｸﾗｲﾅ）

E．ON（独）

エンタジー（米）

関西電力（日）

SUEZ（仏）

ﾃﾈｼｰ渓谷開発公社（TVA）（米）

ｵﾝﾀﾘｵ･ﾊﾟﾜｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ（加）

RWE（独）

ブルース・パワー（加）

Vattenfall（ｽｳｪｰﾃﾞﾝ）

ドミニオン（米）

FPL（米）

九州電力（日）

台湾電力公司（台湾）

ブリティッシュ・エナジー（英）
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5-23 原子力産業の事業者別世界シェア

* 東芝、日立以外の我が国の事業者（三菱重工業等）のシェアは”その他”に含まれる．

・限られた国々が技術を保有している。
・日本の企業は、燃料加工、原子炉・サービスの分野でシェアを有する。
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5-24 軽水炉の型式と技術開発、導入・改良の経緯

世界のＢＷＲ技術の変遷 世界のＰＷＲ技術の変遷

沸騰水型原子炉（ＢＷＲ）の構成 加圧水型原子炉（ＰＷＲ）の構成

・現在の主要型式である軽水炉は米国メーカーが開発。欧州や日本で導入・改良。

（２ループ）

（３ループ）

（４ループ）
島根-3（建設中）
大間（建設中）

泊-3（建設中）

出典：ATOMICAホームページ

出典：原子力・エネルギー図面集 2009 （電気事業連合会） 出典：原子力・エネルギー図面集 2009 （電気事業連合会）
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5-25 世界の主要な原子力プラントメーカー

出典：経済産業省資源エネルギー庁作成資料

１９９０年代以降、国境を越えて合併・統合が進められている。

1980年代

合併によりABB設立
(1988)

Combustion Engineering(CE,米)

WH

東芝が買収(2006/10)

WH

Asea(ｽｳｪｰﾃﾞﾝ)

Brown Boveri et Cie(ｽｲｽ)

Asea Brown Boveri(ABB)

WH(米) WH

BNFLがABB原子力事業
を買収しWHに統合(2000)

ABBがCEを買収し
子会社化(1989)

BNFLがWH(注2)を
買収し子会社化

(1999)

Babcock ＆ Wilcox(米)

Siemens(独) Siemens

Framatome(仏) Framatome

(持株会社AREVA社設立
・傘下へ(2001/9))

事業統合
(2001/1)

現在（2009年5月現在）の
主要プラントメーカー

GE(米) GE GEGE

日立 日立 日立日立

東芝 東芝 東芝東芝

三菱重工 三菱重工 三菱重工三菱重工

Framatome ANP AREVA NP注1

BNFL（英） 注1 2006年3月1日より、｢AREVA NP｣に社名変更
注2 米国防衛･環境関連はWashington Group 
International(米)が買収

・B&Wﾆｭｰｸﾘｱ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ
・B&Wﾌｭｴﾙ

(一部の機器製造部門についてはB&W Canadaに集約)

をﾌﾗﾏﾄﾑへ売却

合弁会社「ATMEA」設立(2007/9)
(中型炉について共同開発)
燃料加工分野でも提携

原子力分野での再編・新会社設立(2007/7)

ＰＷＲ中心 ＢＷＲ中心 ＰＷＲ・ＢＷＲ両方あり

アトムエネルゴプロム(露)原子炉製造、濃縮、燃料加工、ウラン鉱山開発等
の民生原子力部門を統合(2008/3正式発足)

2000年代1990年代



98

5-26 世界のプラントメーカーの建設実績
・プラントメーカーを有するのは１０カ国程度、日本メーカーは海外での建設経験はない。

世界各国のプラントメーカーによる原子炉建設の実績
2009年1月現在。赤字は自国製。

閉鎖した炉も含む。

出典：日本原子力産業協会「世界の原子力発電開発の動向 2009年版」をもとに事務局作成

WH NPC,NNC他 ASE-ATOM

（東芝子会社） （英） (ｽｳｪｰﾃﾞﾝ）

日本 19 17 4 11 7 58
米国 74 40 9 123
フランス 59 11 70
英国 45 45
ドイツ 2 5 20 9 36
ロシア 30 1 31
カナダ 24 24
韓国 2 6 4 8 20
ウクライナ 18 1 19
インド 2 2 13 17
スウェーデン 3 9 1 13
中国 4 2 3 2 11
スペイン 6 2 1 1 10
ベルギー 7 7
チェコ 6 6
台湾 2 4 6
スイス 2 1 2 5
フィンランド 1 2 2 5
ハンガリー 4 4
スロバキア 4 4
イタリア 1 1 2 4
ブラジル 1 2 3
アルゼンチン 1 1 2
ブルガリア 2 2
メキシコ 2 2
パキスタン 1 1 2
ルーマニア 2 2
南アフリカ 2 2
リトアニア 2 2
アルメニア 2 2
オランダ 1 1 2
スロベニア 1 1

計 19 68 17 100 11 60 63 26 35 4 13 8 45 11 60 540
メーカー別シェア 4% 13% 3% 19% 2% 11% 12% 5% 6% 1% 2% 1% 8% 2% 11% 100%

NPCIL
（印）

斗山重工
（韓）

その他 計三菱重工
AREVA
（仏）

アトムエネル
ゴプロム(露)

SIEMENS
（独）

AECL
（加）

CNNC
（中）

東芝 日立ＧＥ
GE-
HITACHI
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5-27 原子力プラント建設運転に係るメーカー

・原子力発電所の建設及び運転には数多くのメーカーの関与が必要。
・我が国は設計、機器製造、建設、運転補修まで、信頼性の高いメーカーを有する。

建設

電気系機器
計測系機器
補機冷却系機器
化学系設備 等

機器メーカー等

成型加工事業者

概念設計 製造設計

原子炉圧力容器
一次主循環ポンプ
等 重要設備

素材
製造技術 製鋼

土木技術
建設技術

成型
加工

燃
料
集
合
体

再
転
換

濃
縮

転
換

ウラン
精鉱

納入炉心設計/燃料設計

ゼネコン等

素材
製造技術

部品

機器パーツ・素材メーカー等

プラントメーカー

鉄鋼メーカー等

濃縮
事業者

再転換
事業者

精鉱・転換事業者
（日本には存在せず）

運転管理・補修

水化学管理
放射性廃棄物処理
電気設備・空調管理
等

化学メーカー等

納入

出典： （財）日本エネルギー経済研究所調査に基づき、資源エネルギー庁作成

主要機器メーカー

プラントメーカー
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国・地域 品 名 輸出年 契約件数

メキシコ 蒸気タービン 1976 1 中
南
米 ブラジル 取替用上部原子炉容器 (2010) 1 

炉内構造物 1985 1 

原子炉圧力容器 1986 1 

 1999 1 

主給水ポンプ 1987 1 

 (2012) １ 

補助給水ポンプ 1986 1 

主冷却材ポンプ 2001 1 

 (2010) 1 

充填ポンプ 1999 1 

 (2009) 1 

 (2011) 2 

発電タービン及び 

プラント補助系 

2000 1 

(2013) 1 タービン、発電機及び 
プラント補助系 (2014) 1 

中 国 

デジタル計装制御システム (2014) 2 

原子炉格納容器 1973 1 

原子炉圧力容器、炉内構造
物 

2004 1 

放射性廃棄物処理設備 2005 1 

台 湾 

蒸気タービン発電機 2006 1 

ア 

ジ 

ア 

パキスタン 蒸気タービン発電機 1972 1 

国・地域 品 名 輸出年 契約件数

原子炉圧力容器 1973 1 

制御棒駆動装置 2004 1 

取替用上部原子炉容器 2003 1 

 2004 1 

 2005 4 

 2006 2 

 2009～
(2010)

1 

 (2012) 1 

取替用蒸気発生器 2006 1 

 (2009) 1 

北 

米 

米 国 

取替用加圧器 2006 1 

取替用蒸気発生器 (2011) 1 
仏 国 

 (2014) 1 

フィンランド 原子炉圧力容器 2008 1 

取替用蒸気発生機 1995 1 

 2001 1 

 2004 1 
ベルギー 

 (2009) 1 

取替用上部原子炉容器 1996 1 

 2005 1 

制御棒駆動装置 2005 1 
スウェーデン 

 2008 1 

ス イ ス 炉内構造物 1978 1 

スペイン タービンロータ 1999 1 

スロベニア タービンロータ 2006 1 

欧 

州 

ロ シ ア プラント・シミュレータ 1996 1 

5-28 日本のメーカーの原子力機器輸出実績

日本からの原子力機器の輸出実績

・日本のメーカーは、主要な原子力機器を輸出した実績を有する。

出典：(社)日本電機工業会調査をもとに事務局作成
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55--29 29 世界の主な発電炉炉型のシェア世界の主な発電炉炉型のシェア

PWR

HWR

BWR

GCR

主な導入国
インド・メキシコ

主な導入国米国・日本・ドイツ・
スウェーデン・
スペイン・台湾・
スイス・フィンランド

フランス・ロシア・韓国・ウクライナ・英国・中国・
ベルギー・チェコ・ブラジル・ブルガリア・
ハンガリー・南アフリカ・スロバキア・スロベニア・
オランダ・パキスタン・アルメニア

主な導入国
韓国・カナダ・中国・
インド・ルーマニア・
アルゼンチン・パキスタン

導入国
英国

出典：World Nuclear Association HPより事務局作成

・発電炉は軽水炉（PWR・BWR）が主流。
・ガス炉は英国のみで展開。

ＰＷＲ：加圧水型軽水炉 ＢＷＲ：沸騰水型軽水炉 ＨＷＲ：重水冷却炉 ＧＣＲ：ガス冷却炉



102

20

40

60

80

100

120

140

160

180

1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020

電
気
出
力
（
万
ｋ
W
)

米国

日本

中国

フランス

ロシア

韓国

20

40

60

80

100

120

140

160

180

1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020

電
気
出
力
（万
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スウェーデン

55--30 30 発電用軽水炉開発の推移発電用軽水炉開発の推移

14X14集合体
2ループ構成

15X15集合体
3ループ構成

17X17集合体
4ループ構成 EPR

7X7集合体
2ループ構成

8X8集合体
2ループ構成

9X9集合体
内蔵ポンプ構成

ABWR

AP1000

APWR+

CPR-1000

APR1４00

EPR（仏Framatome, 1500MW)
建設中:4基（フィンランド、仏国、中国）
計画中:9基（仏国、インド、英国）

APWR+（三菱，1750MW)
建設中:0基、計画中:３基（日本）

AP1000（米WH－東芝，1090MW）
建設中:2基（中国），計画中:16基（中国、米国）

US-APWR（三菱、1700MW)
建設中0基、計画中２基（米国）

CPR-1000（中国、1000MW）
建設中:13基(中国)､計画中:15基（中国）

VVER-1000(露Atomenergoprojekt,1500MW)
建設中:10基(インド、イラン、ロシア、スロバキア)
計画中:15基(中国、インド、ロシア）

OPR1000、APR1400（韓国)
建設中:6基（韓国）、計画中:8基（韓国、インドネシア）

建設中及び計画中のプラント

ABWR（日立/東芝－米GE, 1500MW)
建設中:2基、計画中:10基（日本、米国）

PWR

BWR

出典：World Nuclear Association HPより事務局作成

・米、仏、露、日本、韓国、中国等で、軽水炉の改良・大型化が進められてきた。
・現在、建設・計画されている発電炉の多くは1GW級の大型炉。
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55--31 31 世界の小中規模発電炉の開発状況世界の小中規模発電炉の開発状況

0 10 20 30 40 50 60 70

基数

0-40

40-80

80-100

100-120

120-165

電
気
出
力
（
万
ｋ
W
)

建設中

計画中

KLT-40S（ロシア：浮体式小規模炉）
PBMR（南ア：高温ガス炉）
CFBR（中国：高速炉）
HTR-PM(中国：高温ガス炉）

PFBR（インド：高速炉）
CNP-600（中国：PWR）
VVER-440（ロシア：PWR)
BN-800（ロシア：高速炉）
CANDU-6（アルゼンチン・ルーマニア：HWR）

出典：World Nuclear Association HPより事務局作成

EPR（フランス）
ABWR（日本・米国）
APR1400（韓国）
APWR（日本）

OPR1000（韓国・インドネシア）
RBMK-1000(ロシア）
VVER-1000（ロシア）

AP1000（米国）
CPR-1000（中国）
VVER-1200（ロシア・インド）
ACR-1000（カナダ）

・大型炉だけでなく、目的に応じた小中規模炉の需要も高い。
・小規模炉では、軽水炉以外の炉型も採用されている。
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米国の建設運転許認可申請済の新設案件 ＪＢＩＣ融資による日本企業進出支援

株式会社日本金融政策公庫（ＪＢＩＣ）では、先進国向
けの金融は原則行わないこととなっているが、我が国原
子炉メーカーの国際展開に対する資金面での支援策と
して、原子力発電に関する事業に限り、先進国向けのＪ
ＢＩＣ融資を可能とする。
（日本政策金融公庫法に基づく政令を制定。２００８年
１０月１日より施行。）

日本企業 米国電力会社等

共同企業体
（原子力発電所の建設・運転を実施）

ＪＢＩＣ

出資 出資
融資等

（アンタイド）

5-32 我が国メーカーの国際展開の支援

・我が国メーカーの国際展開を支援するため、原子力に関する事業については、日本
金融政策公庫(ＪＢＩＣ)による先進国向け投資金融を可能とする政令が制定された。

○ 日米間の原子力協力の枠組みの中で、米国の原子力発電所建設を支援する日米間の政策協
調が進められている。

○ 米国政府は融資保証を実施する方針だが、予算枠の制限から支援策としては不十分。日本の
公的金融機関の協力を期待。

出典：総合資源エネルギー調査会電気事業分科会原子力部会・国際戦略検討小委員会第１回資料より事務局作成

原子力発電所名称 炉型 基数 メーカー
1 Bell Bend Nuclear Power Plant U.S. EPR 1 AREVA

2
Bellefonte Nuclear Station,
Units 3 and 4

AP1000 2 WH（東芝）

3 Callaway Plant, Unit 2 U.S. EPR 1 AREVA
4 Calvert Cliffs, Unit 3 U.S. EPR 1 AREVA
5 Comanche Peak, Units 3 and 4 US-APWR 2 三菱重工
6 Fermi, Unit 3 ESBWR 1 GE-Hitachi
7 Grand Gulf, Unit 3 ESBWR 1 GE-Hitachi
8 Levy County, Units 1 and 2 AP1000 2 WH（東芝）
9 Nine Mile Point, Unit 3 U.S. EPR 1 AREVA
10 North Anna, Unit 3 ESBWR 1 GE-Hitachi
11 River Bend Station, Unit 3 ESBWR 1 GE-Hitachi
12 Shearon Harris, Units 2 and 3 AP1000 2 WH（東芝）

13
South Texas Project, Units 3
and 4

ABWR 2 東芝

14 Turkey Point, Units 6 and 7 AP1000 2 WH（東芝）
15 Virgil C. Summer, Units 2 and 3 AP1000 2 WH（東芝）
16 Vogtle, Units 3 and 4 AP1000 2 WH（東芝）

17
William States Lee III, Units 1
and 2

AP1000 2 WH（東芝）

（出典：米原子力規制委員会ホームページ） 計　26基
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○ 設備利用率向上に関する取組
ー新検査制度導入によって、機器の特性に応じた検査により安全性を確保するとともに、事業者

による原子炉停止間隔の設定が可能となった。

○ 定格出力増加に関する取組
ー日本原子力発電（株）により、東海第二発電所の

定格出力を約５％増加する計画が検討されている。

ー 原子力安全・保安院の「原子炉熱出力向上ワーキ

ンググループ」が検討を行っている。

○ 高経年化対策に関する取組
ー高経年化した原子炉構造物や機器の交換・補修を適切に行うため、研究所や機器メーカーに

よって、設備の寿命評価に関する研究が行われている。

ー 大型主要機器のリプレースにより、原子炉の運転期間を延長する検討が行われている。

5-33 既設軽水炉の一層の活用に関する取組

・原子力発電比率の増加には、新増設のみでなく、①設備利用率向上、②定格出力
増加、③高経年化対策、等による原子炉あたりの発電量の増加も有効。

出典：原子力学会「原子炉出力向上に関する技術検討評価報告」等をもとに事務局作成
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5-34 主要国の原子力発電所設備利用率の推移

出典：原子力・エネルギー図面集 2009，電気事業連合会

・2000年以降、ドイツ、フランス、米国では70％を超える設備利用率で推移。
・日本では90年代半ば以降80％を超える水準にあったが、その後、事故、トラブル、
地震等による点検期間延長や計画外の点検等により低水準で推移。
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○ 米国
１９７７年に、Ｃａｌｖｅｒｔ Ｃｌｉｆｆｓ １，２号機（ＰＷＲ）で定格原子炉熱出力５．５％増加が
初めて認可。以降、現在まで熱出力を２０％程度増加する例を含め、ＰＷＲ，ＢＷＲで９２
基、延べ１２７件認可済。この結果、発電設備容量は米国全体で約６%増加。

○ 欧州
１９７６年に、Ｍｕｅｈｌｅｂｅｒｇ発電所（ＢＷＲ、スイス）で定格原子炉熱出力５．３％増加
を実施して以来、欧州８カ国※で、熱出力２０％超の増加例を含め、ＰＷＲ，ＢＷＲ等で３
７基、延べ５０件認可済。この結果、発電設備容量は８カ国合計で約５%増加。

※ ドイツ、スウェーデン、スイス、フィンランド、ベルギー、オランダ、スペイン、スロベニアの８カ国

5-35 主な国々における定格出力増加の実績

・欧米では、定格出力増加が複数の原子炉で既に実施されている。

原子炉
熱出力
の向上

既存設備活用
（必要に応じて設備
改造実施）

流量測定の
高精度化
（原子炉出力の
計測誤差減少）

ストレッチ型：一般的に大規模な設備改造は
行わず、プラント性能範囲内で実施。

設備拡張型：主要機器の改造を実施。

測定精度改善型：原子炉出力計測に使用さ
れる給水流量計を高精度のものに変更。

原子炉熱出力向上の方式（米国ＮＲＣの区分）

出典：日本原子力学会「原子炉出力向上の安全性に関する技術検討評価報告」および米国原子力規制委員会（NRC）ホームページ等をもとに事務局作成
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○ 米国
・ 原子力エネルギー法により最長４０年の運転期間が認可されているが、認可期間満
了以前に運転認可更新申請書（ＬＲＡ：License Renewal Application）を原子力規
制委員会（ＮＲＣ）に提出し、許可されると最長２０年の運転延長が認められる。

・ ２００９年８月現在、１０４基の原子力発電所のうち５４基が運転認可更新許可済み

であり、１７基が申請中である。

○ フランス
・ 規制上の寿命は規定されておらず、フランス電力公社（ＥＤＦ）は政令で実施が義務

化されている１０年毎の定期安全レビュー（ＰＳＲ）において、プラントの安全性に係る
包括的な評価を行い、安全性を保証することで、安全規制局による次の１０年の運
転認可を取得している。

○英国

・ 規制上の寿命は規定されておらず、定期安全レビューを実施し、最新基準との比較と

して、安全解析書等の再評価、プラント寿命を制限しうる経年劣化事象の抽出が行
われている。

5-36 主な国々における高経年化対策

・欧米では、原子力発電所の高経年化対策による寿命伸延が行われている。

出典：原子力安全・保安院「高経年化対策検討委員会における議論の概要」
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５．我が国における原子力利用の状況５．我が国における原子力利用の状況
（３）（３） 核燃料サイクル核燃料サイクル
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ウラン燃料工場 発電炉

再処理

・軽水炉の燃料に使う濃縮ウランの大部分は輸入。一部を国内で濃縮。
・燃料製造（成型加工）は国内で実施。一部は成型加工済みの燃料を輸入。

5-37 我が国の核燃料の供給状況

<輸入国別内訳>
ウラン燃料

燃料：2,969体

68t61t－4t2t天然ｳﾗﾝ

692t－85t122t472t濃縮ｳﾗﾝ

合計加英仏米

輸入
ウラン

濃縮
輸入
ウラン

421t天然ｳﾗﾝ

仏

<輸入国別内訳>

3t天然ｳﾗﾝ

42t濃縮ｳﾗﾝ

米

<輸入国別内訳>

ウラン燃料

燃料：228体

使用済燃料

出典:第３０回原子力委員会資料「我が国における保証措置活動状況等について」をもとに事務局作成
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5-38 世界の天然ウラン生産

・ Ｃａｍｅｃｏ（加）、Ｒｉｏ Ｔｉｎｔｏ（英、豪）、ＡＲＥＶＡ（仏）等の10社で約90%を生産。

企業別天然ウラン生産量

TOTAL
43,930tU/年
（2008年）

Rio Tinto
7,172
（18％）

Cameco
6,659
（15％）

AREVA
6,318
（14％）

KazAtomProm
5,328（12％）

ARMZ
3,688（8％）

BHPBilliton
3,344
（8％）

Navoi
2,338
（5％）

Uranium One
1,107（3％）

Paladin
917（2％）

GA/Heathgate
636（1％）

その他
5,620
（13％）

米国GA/Heathgate

豪州Paladin

カナダUranium One

ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝNavoi

英･豪BHP Billiton

ロシアARMZ

ｶｻﾞﾌｽﾀﾝKazAtomProm

仏国AREVA

カナダCameco

英・豪Rio Tinto

国籍企業名

出典：WNAホームページ

国別天然ウラン生産量

0

20

40

60

80

100

1

カナダ
9,000（20％）

カザフスタン
8,521（19％）

オーストラリア
8,430（19％）

ナミビア
4,366（10％）

ニジェール
3,032（7％）

ウズベキスタン
2,338（5％）

米国
1,430（3％）

ウクライナ
800（2％）

中国
769（2％）

その他
1,723（４％）

TOTAL 43,930tU/年
（2008年）

ロシア
3,521（8％）

％
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5-39 世界のウラン濃縮

世界の企業別ウラン濃縮設備容量

・ Ｒｏｓａｔｏｍ（露）、Ｅｕｒｏｄｉｆ（仏）、ＵＳＥＣ（米）、ＵＲＥＮＣＯ（英、蘭、独）の４社で世界
の設備容量の約90%を占める。中国、日本も濃縮工場を有する。

出典：総合資源エネルギー調査会電気事業分科会原子力部会・国際戦略検討小委員会第１回資料

TOTAL
54,450
tSWU

URENCO
（英・蘭・独）

（遠心分離）
9600（18％）

六ヶ所村

蘭州、漢中（中）

Novouralsk他（露）

Capenhurst（英）
Almelo（蘭）
Gronau（独）

Tricastin（仏）

Paducah（米）

工場所在地

日本

中国

ロシア

英・蘭・独

仏国他

米国

国名

24,000遠心分離法ROSATOM

1,000遠心分離法CNNC

1,050遠心分離法JNFL

9,600遠心分離法URENCO

10,800ガス拡散法Eurodif

8,000ガス拡散法USEC

規模
（tSWU/年）

濃縮法企業名

出典：ATOMICAホームページ

USEC（米）
（ガス拡散）
8000（15％）

Eurodif（仏他）
（ガス拡散）
10800（20％）ROSATOM

（露）

（遠心分離）
24000（44％）

CNNC（中）
（遠心分離）

1000（2％）

JNFL（日）
（遠心分離）

1050（2％）
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5-40 世界の主な濃縮施設

1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000

米国

ロシア

・初期のガス拡散法に代わり、経済性に優れる遠心分離法が主流となってきている。
・レーザーを使った濃縮技術の開発も進められおり、現在米国で商用施設建設について審査中。

英国

仏国

中国

日本

* 500ｔSWU以上の商用施設。過去に、ブラジル、南アフリカでも数100tSWU規模の商用施設もしくはパイロットプラントの稼動実績あり。

出典：IAEA-HP“Nuclear Fuel Information Systems”より事務局作成

2010

Oak Ridge K-25, Y-12 (8,500tSWU)

Paducah Gaseous Diffusion (11,300tSWU)

National Enrichment Facility (3,000tSWU) 建設中

Ekaterinburg (7,000tSWU)

Angarsk (1,000tSWU)

Krasnoyarsk(3,000tSWU)

Siberian Chemical Combine (4,000tSWU)

独国

オランダ

Capenhurst (4,000tSWU)

Gronau (4,500tSWU)

Almelo (4,500tSWU)URENCO

Eurodif(Georges Besse) (10,800tSWU)

Georges Besse II (7,500tSWU)*URENCOの技術をブラックボックス移転

Shaanxi (500tSWU)
Lanzhou2 (500tSWU)

六ヶ所 (1,050tSWU)

ガス拡散法濃縮施設 遠心分離法濃縮施設

American Centrifuge Plant 3,800tSWU)

建設中

レーザー濃縮施設

ＧＥ Hitachi Nuclear Energy Silex Plant 3,500 – 6,000tSWU)
建設中
審査中

* 2010年度より既存の遠心分離機を新型機にリプレースし、10年程度で1500tSWUへの設備増強予定。

* オーストラリア(Silex法を開発)、ブラジル、韓国、南ア、日本等ではレーザー濃縮の開発実績有り。
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5-41 主な国々のバックエンド政策

・米国、カナダ、韓国は使用済燃料直接処分の方針。
・日本、フランス、英国、ロシア、中国、インドは使用済燃料再処理しリサイクルする方針。

再処理BWR２基、PHWR１５基１７基インド

直接処分PWR１６基、CANDU４基２０基韓国

直接処分CANDU１８基１８基カナダ

BWR３０基、PWR２３基

PWR１基、GCR４基、
AGR１４基

PWR９基、CANDU２基

PWR１５基、FBR１基、
LWGR１１基

PWR５８基、FBR１基

BWR３５基、PWR６９基

型式・基数

再処理１９基英国

再処理２７基ロシア

再処理１１基中国

再処理５３基日本

再処理５９基フランス

直接処分１０４基米国

バックエンド政策稼働中の原子炉

主要国の原子炉型式・基数とバックエンド政策

ＢＷＲ：沸騰水型原子炉、ＰＷＲ：加圧水型原子炉、ＦＢＲ：高速増殖炉、ＣＡＮＤＵ：カナダ型重水炉、ＬＷＧＲ：軽水冷却黒鉛減速炉、
ＡＧＲ：改良型ガス冷却炉、ＰＨＷＲ：加圧重水炉

出典：原産協会「世界の原子力発電開発の動向２００９年版」およびＷＮＡホームページ等より事務局作成
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5-42 米国との原子力平和的利用協力協定 -再処理について-

我が国は、米国の合意に基づき、再処理を実施している。

原子力の平和的利用に関する日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の協定
（昭和62年11月4日 東京で署名、昭和63年7月17日効力発生）

第5条
（核物質の再処理、形状又は内容の変更）
1 この協定に基づいて移転された核物質及びこの協定に基づいて移転された資材、核
物質若しくは設備において使用され又はその使用を通じて生産された特殊核分裂性物
質は、両当事国政府が合意する場合には、再処理することができる。

2 プルトニウム、ウラン233、高濃縮ウラン及び照射を受けた核物質であって、この協定
に基づいて移転され又はこの協定に基づいて移転された資材、核物質若しくは設備に
おいて使用され若しくはその使用を通じて生産されたものは、照射により形状又は内容
を変更することができるものとし、また、両当事国政府が合意する場合には、照射以外の
方法で形状又は内容を変更することができる。

出典：外務省HPより
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民生用（上記に含まれる）

民生用(蘭州；50t/y試験中)

5-43 世界の主な再処理施設と再処理実績

1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000

Pu生産用(ﾊﾝﾌｫｰﾄﾞ､ｻﾊﾞﾝﾅﾘﾊﾞｰ)、軍用-潜水艦燃料等(ｱｲﾀﾞﾎ)
米国

民生用(NFS等)

ロシア
Pu生産用(ﾁｪﾘﾔﾋﾞﾝｽｸ､ﾄﾑｽｸ､ｸﾗｽﾉﾔﾙｽｸ)、現在Pu生産中止・ﾄﾑｽｸで多目的炉再処理継続

民生用(ﾁｪﾘﾔﾋﾞﾝｽｸRT1；400t/y､ ）

Pu生産用(ｾﾗﾌｨｰﾙﾄﾞ)

民生用 (ｾﾗﾌｨｰﾙﾄﾞB-205;5t/day, THORP；900t/y)

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ生産用・軍用再処理の実績は約75万㌧、民生用再処理の実績は約4万㌧

Pu生産用＆民生用 (ﾏﾙｸｰﾙUP1)

民生用(ﾗｱｰｸﾞUP2, UP3；合計1,600t/y)

Pu生産用(酒泉)

英国

フランス

中国

民生用(東海0.7t/day､六ヶ所800t/y試験中)日本

ｸﾗｽﾉﾔﾙｽｸRT2；
1500t/y建設中断

他にアルゼンチン、パキスタンに施設あり。過去にはブラジル、イタリアでも施設が稼動。 （高橋啓三：日本原子力学界和文論文誌Vol5,p152(2006)等を
もとに事務局作成）

民生用(ﾓﾙ) 民生用(ｶｰﾙｽﾙｰｴ)ベルギー、ドイツ

Pu生産用(ﾄﾛﾝﾍﾞｲ50t/y､ﾀﾗﾌﾟｰﾙ100t/y､ｶﾙﾊﾞｯｶﾑ100t/y)
インド

【処理実績】

【約30万㌧】

【約42万㌧】

【約6百㌧】

【約4千㌧】

【約5千㌧】

【約1万㌧】

【約2万㌧】

【約4百㌧】

【約1千㌧】

英・仏・中の計

【約3万㌧】
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5-44 世界の主な民生再処理施設

1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000

米国

ロシア

各国でPUREX法による再処理工場が稼働し、様々な型の原子炉の燃料を再処理してきている。

英国

仏国

中国

日本

出典IAEA-TECDOC-1587 “Spent Fuel Reprocessing Options”をもとに事務局作成

2010

独国

ガス炉 軽水炉 重水炉 高速炉

West Valley (300tHM/y) 194tHM

Chelyabinsk RT-1 (400tHM/y) 3,550tHM

450tHM

Total

Sellafield B205(1,500tHM/y)

Sellafield Thorp (900tHM/y)

42,000tHM

5,800tHM

Dounreay UKAEA RP 14tHM

Karlsruhe WAK

Marcoule UP1 18,000tHM
Marcoule APM 数10tHM

La Hague UP2
22,450tHM

La Hague UP3
(1,700tHM/y)

180tHM

ベルギー MOL Eurochemic 105tHM

インド Trombay PP (60tHM/y)
Tarapur PREFRE1 (100tHM/y)
Kalpakkam PREFRE2 (100tHM/y)

Jiuquan RPP (25tHM/y)

Tokai (90tHM/y)

Rokkasho (800tHM/y)

1,000tHM

?

* 仏国の技術を導入。

* 仏国の技術を導入。
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５．我が国における原子力利用の状況５．我が国における原子力利用の状況
（４）（４） 研究開発研究開発
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5-45 原子力の研究開発項目

高速増殖原型炉
もんじゅ

もんじゅ以外の
高速増殖炉
サイクル技術開発

核融合研究開発

高レベル放射性廃棄物
地層処分研究

J-PARC計画
（量子ビームテクノロジー）

原子炉安全、
軽水炉サイクル、
核不拡散、
共通基盤、
先端基礎、等

米国電力研究所の研究項目

・ 軽水炉サイクル革新技術

・ 機器信頼性

・ 燃料性能・信頼性

・ 計装制御技術

・ 材料の長期間使用技術

・ 使用済燃料と高レベル廃棄物管理技術

・ リスクマネジメント

・現行の軽水炉、核燃料サイクルの改良・高度化と、将来炉や先進的核燃料サイクル
の研究開発が行われている。

民間の研究の例

日本原子力研究開発機構の研究開発事業

国の研究の例

出典）原子力委員会研究開発専門部会第３回資料第２号
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0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

（億円）

民間企業の研究者数の推移

2282 2157
1846

1718
1859

1675

1312 1317 1431 1381 1411

112
102 142 135 117 96 88 82 87 84 79

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

（年度）

（人）

電気事業 鉱工業

主な公的研究開発機関の人員の推移

4338 4248 4157

2410 2386 2366 2347 2322 2294 2263 2208 2186

2809 2778 2727 2676 2626
2385 2345 2285 2259

391 390 388 387 376
372 372 372 372 372 372 372

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

８年度 ９年度 １０年度１１年度１２年度１３年度１４年度１５年度１６年度 17年度 １８年度１９年度

（人）

JAEA 原研 サイクル 放医研

民間の原子力研究開発の支出額の推移

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

（億円）

鉱工業 研究支出高
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主な公的研究開発機関の予算額の推移

・官民ともに原子力研究開発予算と研究者数は、近年減少している。

5-46 原子力研究開発予算と研究者数

出典：原子力委員会・研究開発専門部会第２回資料より抜粋
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・原子力研究開発に関する予算規模は、主要国の非軍事の部分とほぼ同等。

1,346M€

15,833M$

－

軍事

2,036M€

3,471M$

1,954億円

非軍事

4,526億円3,382M€フランス

18,250億円19,304M$米国

1,954億円日本

円換算総額

換算レート： 1$ = ¥94.54      1 €=¥133.83
出典：GAO-08-556T, “Advanced Energy Technologies, Budget Trends and Challenges for DOE’s Energy R&D Program”

National Defense Budget Estimates for FY2008, Office of the Under Secretary of Defense

CEA Financial Report 2007

5-47 主要国の原子力研究開発予算
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55--4848 世界の高速炉開発世界の高速炉開発
・主要先進国は発電・運転実績を持つ。
・現在は、原子力の大幅導入を計画する中国・インド・韓国が積極的に取り組んでいる。

実：実験炉、原：原型炉、証：実証炉、L：ループ型、T：タンク型、t：熱出力、e：電気出力

出典：日本原子力学会誌 連載講座 「高速炉の変遷と現状 」、ICAPP2009等より事務局作成
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55--4949 世界の主な再処理研究開発世界の主な再処理研究開発

出典IAEA-TECDOC-1587 “Spent Fuel Reprocessing Options”, “核燃料サイクル分野の今後の展望について” (高速増殖炉サイクル実証プロセス研究会) 等をもとに事務局作成

◎

(T)

●

(D)

印

原子炉内で照射したトリウム燃料から核燃料と
なる成分を回収する技術。

核燃料の燃焼に伴い生じる廃棄物のうち、MA
と呼ばれる成分（原子炉内で再び燃焼させるこ
とにより、これに起因する廃棄物放射性毒性を
低減できる）を分離する技術。

○

(F)

○

(F)

○

(F)

◎

(F)

◎

(F)

高温の溶融塩を溶媒として用いて再処理を行
う技術。湿式法に比較して、小規模施設で再
処理が可能。高速炉の金属燃料の再処理に適
する。

乾式再処理

トリウム燃
料再処理
*2

○

(F)

○

(L)

△

(L,F)

○

(L,F)

○

(L)

MA(マイ
ナーアクチ
ニド)分離

○

(L,F)

◎

(L,F)

○

(L)

ウランの一部を常にプルトニウムと同伴させ、
工程内でプルトニウムを単体で抽出した状態が
ないようにPUREX法を改良し、核拡散抵抗性を
向上させた技術。

ウラン、プ
ルトニウ共
回収

●*1

(L)

●

(L)

●

(L)

●

(L)
ウランとプルトニウムを個別に回収する技術。

従来法
(PUREX)

湿式

再処理

日韓中英仏露米再処理技術

●:商用規模プラントの運転, ◎:パイロットプラントの運転, ○:実験室規模の試験, △概念検討、基礎研究
L:軽水炉, D:重水炉, F:高速炉, T:トリウム

*1 日本の再処理工場では、最終製品としてウラン・プルトニウム混合粉末（MOX）を回収しており、純粋なプルトニウムは回収していない。

*2 トリウムはそれ自体は核燃料として使えない。原子炉に装荷し、照射することで核燃料として使用できるウラン-233が生じる。将来的にトリウム
資源を有効に利用できる技術として期待されている。

*3 基礎研究段階ではあるが、フッ化物揮発法、超臨界抽出法をロシア、日本で、イオン交換法、沈殿法を日本で開発している。
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保障措置技術開発
－プルトニウム取扱施設の保障措置に関する技術開発
・大型再処理施設（施設による核物質の申告を適時に検認するためのシステム、非立会で運用するための統合
型封じ込め/監視システムを開発。）
・大型MOX燃料加工施設（施設の設計・建設の進捗に合わせ、核物質の在庫量と移動量を自動で検認する技
術を開発中。）
－IAEAの保障措置の強化・効率化の方策として導入されている環境試料分析技術の確立のための分析手法の
開発調査を実施中。

保障措置手法開発
－日・IAEA保障措置協定で規定された「国内制度による認定」制度を確立するため、我が国独自の評価・認定の
ための調査研究を実施中。
－IAEAの査察回数の軽減が期待されている統合保障措置について、2004年から施設レベルの導入を開始。
2008年にJNC-1サイト（日本原子力研究開発機構東海研究開発センターの再処理工場及びPu燃料製造施
設他、計6施設）レベル統合保障措置を開発。現在、国レベル統合保障措置に向けた検討を行っている。

今後の取組についての考え方
－原子力政策大綱（平成17年10月 原子力委員会）
「軍事転用を探知するための高度な計量管理技術や転用を困難にする核拡散抵抗性技術の開発等を推進す
る。」
－原子力に関する研究開発の推進方策について（平成18年7月 文部科学省）
「核不拡散政策研究及び核不拡散技術研究開発の両面を推進することが重要」
－原子力政策大綱に示している平和利用の担保と核不拡散体制の維持・強化に関する取組の基本的考え方の
評価について（平成19年5月 原子力委員会）
「効果的かつ効率的な保障措置活動のための技術や手法の研究開発課題を同定し、これを着実に推進してい
くようにすべきである。」

5-50 我が国における保障措置技術等の開発
我が国は従来より、効果的かつ効率的な保障措置の実施のため、技術開発等を行っている。

文部科学省作成
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５．我が国における原子力利用の状況５．我が国における原子力利用の状況
（５）（５） 国際対応国際対応
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１．沿革：
・１９５４年に国連でＩＡＥＡ憲章草案協議開始。１９５７年に正式発足。我が国は原加盟国。
（２００９年１２月現在、現在１５１カ国が加盟）

２．事業目的：
・原子力の平和的利用を促進すると共に、平和的利用から軍事的利用に転用されることを防止。

３．組織
（1）総会（General Conference）
・全加盟国の代表で構成され、通常会期は毎年1回9月に本部（ウィーン）にて開催される。
・理事国の選出、加盟の承認、加盟国の特権免除の停止、予算の承認、国連に対する報告の
承認、財政に関する規則の承認、事務局長任命の承認等を行う。

（2）理事会（Board of Governors）
・３５カ国（日米英仏等の先進１３カ国＋地域代表２２カ国）で構成される実質的な意思決定機関。

（3）事務局（Secretariat）
・職員数は現在約２３００名。邦人在籍者数： 現在５０名（２００９年６月時点）
・２００９年７月２日のＩＡＥＡ事務局長選挙で、我が国の天野ウィーン代表部大使
が事務局長に選出。９月の第５３回総会で承認が行われる。

４．財政：
通常予算約２億９千万ユーロ（２００８年度）。日本は約７５億円を拠出（米国に次いで第２位）。

5-51 国際原子力機関（ＩＡＥＡ）の概要

出典：外務省ホームページ
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活動
１）原子力の平和的利用（科学技術の促進と、安全・セキュリティの確保）
①原子力発電分野（各国がエネルギー政策の企画、決定、評価を行うための技術的な観点からの支援）

Topic) 基盤整備に関する文書の策定による新規導入国の支援

②非原子力発電分野（調整研究プログラムの推進（情報交換、人材育成、技術協力プログラムへの応用）等）

③原子力安全分野（各種の国際的な安全基準・指針の作成及び普及に貢献）

Topic) ＩＲＲＳ：原子力安全規制に係る各国の法制度、組織等について総合的にレビューするサービス

④核セキュリティー分野（関連する行動規範、ガイダンス及び活動計画の承認と核物質等テロ行為防止特別基金の設立等）
核物質等テロ行為防止特別基金への日本の拠出（2006年度までに約82万ドル）
Topic） 「アジア諸国における核セキュリティー強化のための国際会議」の開催

⑤技術協力（上記の分野に関する研修生受け入れ、トレーニングコースの開催、専門家の派遣等）

２）保障措置の実施（包括的保障措置協定／追加議定書／統合保障措置）

日本の財政貢献
１）通常予算（分担金）（人件費、会議費、情報配布費、保障措置実施費等）

日本の分担金） 約７５億円（Ｈ２０年度）、米国に次いで２位、全体の約16.5%

２）技術協力基金（技術協力活動のために用いられる義務的経費）
日本の拠出金） 約１５億円（Ｈ２０年度）、米国についで２位、全体の約16%

３）特別拠出金（原子力安全、原子力広報等、テーマ・対象国を特定した個別プロジェクトのための加盟国からの任意拠出）
日本の拠出総額） 約２億円（Ｈ２０年度）

・我が国は主要国として分担金拠出、人材派遣、ノウハウ提供等、大きく貢献。

5-52 ＩＡＥＡの活動

出典：地球環境保全・エネルギー安定供給のための原子力の
ビジョンを考える懇談会（第４回）資料より事務局作成
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１．沿革：
・ １９５７年にＯＥＣＤの前身である欧州経済協力機構（ＯＥＥＣ）の下に、欧州原子力機関（Ｅ
ＮＥＡ）として発足。１９７２年に我が国が欧州以外の国として参加したことを受け、現在の名
称に変更。（２００９年１２月現在、ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ・ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞを除くOECD２８カ国が加盟）
・ 事務次長（４名のうち１名）を筆頭に７６人の日本人職員がＯＥＣＤ事務局に勤務。

２．事業目的：
・ 原子力の開発をより一層進めるため、共同事業、行政上及び規制上の問題の検討、各国法
の調査、経済的側面の研究を行う。

３．活動：加盟国からの専門家により構成される各種常設委員会を設けて事業を推進。

（1）原子力科学委員会（NSC）

（2）原子力開発・核燃料サイクルに関する技術的経済的検討委員会（NDC）

（3）放射性廃棄物管理委員会（RWMC）

（4）放射線防護及び公共保健委員会（CRPPH）

（5）原子力施設安全委員会（CSNI）

（6）原子力規制活動委員会（CNRA）

（7）原子力法委員会（NLC）

5-53 経済協力開発機構／原子力機関（OECD/NEA）の概要

・我が国は要員や専門家の派遣、事業への参加等により活動に大きく貢献。

出典：外務省ＨＰ等より事務局作成
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5-54 原子力安全に関する国際的取組

＜基準・規範＞

・ＩＡＥＡ安全基準文書・技術文書の策定

・放射線源の安全とセキュリティに関するIAEA行動規範 等

＜原子力関係条約＞

・原子力安全条約(CNS、1996年発効)
・放射性廃棄物等安全条約（JC、2001年発効） ：早田原子力安全委員長代理が第３回検討会合議長
・核物質防護条約(CPPNM、1987年発効)
・核テロリズム防止条約（2007年発効） 等

・我が国は、安全確保や原子力防護等に関する国際条約を締結。
・国際的な基準策定、安全性向上の取組にも専門家派遣等により積極的に貢献。

＜国際的な取組＞

・ＩＡＥＡの運転管理評価チーム（ＯＳＡＲＴ）の原子力施設への派遣・調査

・ＩＡＥＡの総合的規制評価サービス （ＩＲＲＳ）による法制度、組織等の総合的なレビュー

・ＩＡＥＡ特別拠出事業アジア原子力安全ﾈｯﾄﾜｰｸ（ＡＮＳＮ）による安全知識ＤＢ構築

・ＩＡＥＡの国際耐震安全センター設立

・ＯＥＣＤ／ＮＥＡの多国間設計評価プログラム（ＭＤＥＰ）設計評価、規格基準、検査等の統一化

・国際原子力規制者会議（ＩＮＲＡ）：安全規制当局責任者の意見交換 等
出典：原子力安全委員会「平成19･20年版 原子力安全白書」等をもとに事務局作成
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5-55 原子力防護の強化活動

１．グローバル・イニシアティブ（ＧＩ）
2006年7月G8サミットの際に米露両大統領により提唱された「核テロリズムに対抗
するためのグローバル・イニシアティブ（GI）」に積極的に参画。

２．IAEA核セキュリティ・シリーズ
2003年より、IAEAにおいては、核セキュリティに関する文書を体系立てて整備する
作業を行っており、我が国としても、今後、その内容を踏まえ、国内の核セキュリティ
対策に反映していくこととなるため、文書作成段階からIAEA における作業に参加
している。

３．テロ関連条約
テロ対策のための国際的な取組に対応し、9.11米国同時多発テロ以降国連で
採択された核テロ防止条約を締結。（これにより、核物質防護条約を含む、国連等
で採択された13のテロ条約全てを締結）

４．原子力発電導入に関する３Ｓアジア地域セミナー
ＩＡＥＡと共催で、原子力導入を検討しているアジア諸国の政府関係者を招聘し、
原子力の平和利用における３Ｓ確保の重要性についての認識を共有するための
セミナーを開催。

出典）外務省ＨＰ等より事務局作成

・我が国は、原子力防護の強化に向けた国際的取組に積極的に参加。
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4．我が国の貢献
・ 準備委員会に先立ち、NPTに関するセミナーを開催。準備委員会の成功に向けた基盤作りに貢献。
・ 第１回準備委員会の会合の議長国としての主導的な役割。
・ 具体的な核軍縮措置の実施、追加議定書の標準化、原子力の平和的利用に当たっての核不拡散、原子力
安全及び核セキュリティーの確保の重要性等について我が国の立場を積極的に主張、建設的に議論に参加。
・ 軍縮・不拡散教育に関し、20ヵ国を代表して共同ステートメント。
・ 核兵器に関する知識と経験の共有の提案。
・ 「世界的核軍縮のための11の指標」の提案。 等

1．概要
NPT第8条に基づき、条約の運用を検討するために 5年毎にNPT運用検討会議が開催される。また、この会

議を円滑にスタートさせ、その上でNPT体制の維持・強化に貢献する実質的な議論を行うため、準備委員会を
開催している。次回の運用検討会議は2010年に予定しており、準備委員会を2007年から毎年開催している。

5-56 ＮＰＴ運用検討会議・準備委員会

出典：外務省ＨＰより事務局作成

2009年5月4～5月15日

2008年4月28～5月9日

2007年4月30～5月11日

開催期間 議長開催地

シディヤウシク 国連常駐代表（ジンバブエ）ニューヨーク第３回

イェルチェンコ ウィーン代表部大使（ウクライナ）ジュネーブ第２回

天野 ウィーン代表部大使（日本）ウィーン第１回

２．準備委員会 開催実績

３．主な成果
・ 運用検討会議の議題等の手続き事項の合意。
・ 核軍縮、核不拡散、地域問題、原子力の平和的利用、普遍性、脱退等に関する実質的議論の進展。
・ 運用検討会議への勧告案（未合意）。
* 会合終了後に、5核兵器国より、核軍縮に向けた取組への永続的かつ明確な約束を改めて表明する旨の
共同プレスステートメントの発表。
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＜アジア原子力協力フォーラム(ＦＮＣＡ)＞
－ 第８回大臣級会合（平成１９年１２月）で発出した、「持続的発展に向けた原子力エネ
ルギーの平和利用に関する共同コミュニケ」において、「２０１３年以降の地球温暖化対
策の枠組みでは、原子力発電をクリーン開発メカニズム（ＣＤＭ）等の対象とし、導入を
促進するべき」と述べた。

－ 現在、原子力発電がＣＤＭとして適格であることを示すケーススタディを実施中。

＜国際原子力エネルギー・パートナーシップ(ＧＮＥＰ)＞
－ 我が国の提案により、第３回執行委員会（閣僚級会合、平成２０年１０月）において
発出した声明の中で、「地球温暖化対策として原子力エネルギーの平和利用が必要で
あるとの認識を国際的に共有するために、ＧＮＥＰ参加国が協力して活動することが重
要」と述べた。

＜気候変動枠組条約(UNFCCC)関連＞
－ 2013年以降の附属書I国の約束について検討する「京都議定書の下での附属書Ｉ国
の更なる約束に関するアドホック・ワーキング・グループ」の会合において、「柔軟性メカ
ニズムから特定の技術を排除することなく有効な技術の総動員が必要であり、原子力、
二酸化炭素回収貯留（ＣＣＳ）を含めるべき」と主張。

・我が国は、地球温暖化対策として原子力を位置づけるべく取り組んでいる。

5-57 地球温暖化対策としての原子力の位置付け
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・我が国は、原子力研究開発の国際的枠組みに積極的に参加している。

5-58 原子力研究開発協力の国際的取組

・放射線利用を主とした原子力技術開発協力の枠組みとして、１９９９年に日本主導で発足。
・近年の原子力発電導入のニーズの高まりを受け、原子力発電に関する協力についても検討。
・参加国：日本、豪州、バングラデシュ、中国、インドネシア、韓国、マレーシア、フィリピン、タイ、

ベトナム。
・大臣級会合（年１回）、１１の放射線利用研究プロジェクト、原子力発電導入に関する検討
パネル等を実施。

アジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ）

・核融合エネルギーの科学的及び技術的な実現可能性を証明することを目的とする国際科学
技術プロジェクト。
・日本、欧州原子力共同体、中国、インド、韓国、ロシア及び米国が参加し、２００７年１０月に
７者による国際協定が発効。
・プロジェクト実施のための国際機関であるＩＴＥＲ機構を設置。初代機構長として池田要氏（元
クロアチア大使）が就任。

国際熱核融合実験炉計画（ＩＴＥＲ）

その他、第４世代原子力システムに関する国際フォーラム(ＧＩＦ)、国際原子力エネルギー・パート
ナーシップ (ＧＮＥＰ)、革新的原子炉及び燃料サイクルに関する国際プロジェクト (ＩＮＰＲＯ)等
の国際的な研究開発協力の枠組みに積極的に参加。

出典：ＦＮＣＡホームページおよびＩＴＥＲホームページの記載等をもとに事務局作成
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（１）計算機ネットワークによる運転情報交換
（２）ピアレビュー（訪問評価）の実施
（３）ワークショップ、セミナーの開催
（４）技術支援と技術交換

ＷＡＮＯ：商用原子炉を運転するすべての事業者が会員。一定の資源を投じて運営。

5-59 世界原子力発電事業者協会(ＷＡＮＯ)の活動

主な活動

会員間で情報交換を行うことと、コミュニケーション・
比較・学び合いを奨励することにより、原子力発電所
の安全性と信頼性を最高レベルに高める。

目的

・事業者による国際的な協力が、安全確保や信頼性向上に役立っている。

出典：WANOホームページ及び原子力百科事典ATOMICAをもとに事務局作成

参加３５ヵ国・地域

（1985年５月設立）

●日本原子力発電事業者連合
（電力９社、原電、電中研、原子力機構、電源開発）
●韓国水力原子力発電株式会社
●インド原子力公社
●パキスタン原子力委員会
●台湾電力公司
●中国核工業集団公司



5-60 日米原子力エネルギー共同行動計画

○ ２００７年４月、日米原子力エネルギー共同行動計画が策定。
（甘利経済産業大臣とボドマン米エネルギー長官により署名。）

・日米間では、先進的な技術の研究開発等において、協力を進めている。

135出典）第２１回総合資源エネルギー調査会原子力部会資料「米国の原子力政策の最新動向について」
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・我が国はアジアを中心に、新規導入国への人財育成支援等を積極的に実施。

出典）総合資源エネルギー調査会原子力部会・国際戦略小委員会第２回資料 136

5-61 基盤整備に関する我が国の国際協力の取組



137

＜原子力国際協力センター＞
○概要：
原子力発電新規導入国等に対する基盤整備協力につき、国内関係機関が緊密に連携し、情報・ノウハウを集約し
て、効果的・効率的に進めるため、本年３月１８日に設立。

○具体的協力：
・専門家派遣
・研修員受入
・現地セミナー・ワークショップ開催
・現地原子力展示会開催 等

5-62 原子力国際協力に向けた連携の推進

出典）原子力国際協力センターパンフレットより事務局作成

＜国際原子力協力協議会＞
○概要：
国際協力について相手国の状況やニーズ等を踏まえ、より効果的・効率的に行うことを目的として、国内関係機
関が情報共有等を行い、連携を強化する場として国際原子力協力協議会を本年６月１８日に設立（二階大臣出
席）。また、本協議会のもと個別具体的な議論を行うため運営委員会を設置。
・第１回運営委員会（6/19） 国際協力に関する基本的な考え方、ベトナムの状況について
・第２回運営委員会（8/28予定） ベトナム及びその他の国の状況について

○関係機関：
社団法人海外電力調査会、財団法人核物質管理センター、独立行政法人原子力安全基盤機構、一般財団法
人原子力国際協力センター、独立行政法人国際協力機構、電気事業連合会、社団法人日本原子力学会、一般
社団法人日本原子力技術協会、独立行政法人日本原子力研究開発機構、社団法人日本原子力産業協会、社
団法人日本電機工業会、独立行政法人日本貿易振興機構、資源エネルギー庁、原子力安全・保安院、内閣府、
外務省、文部科学省

出典）経済産業省ＨＰより事務局作成
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5-63 新規導入国等の原子力人材育成に関する取組①

・新規導入国等に対し人材育成に関する事業に実施している。

経済産業省

(社)海外電力調査会

実施期間：2006年から実施
累計人数：147名
関係予算：142,642千円 (2009年度)

中国、ベトナム原子力発電所安全管理等人材育成
中国及びベトナムの原子力発電運転管理に携わる

関係者を対象として、人材の育成を実施。

経済産業省

(社)海外電力調査会

実施期間：2002～2006年度
累計人数：235名
関係予算：235,988千円（2006年度）

ロシア、東欧諸国、中国、
ベトナム

原子力発電所安全管理等国際研修事業
「千人研修」の成果を踏まえ、アジア、ロシア、

東欧諸国の原子力関係者を対象として受入れ研修す
るとともに、専門家を派遣しセミナーを開催。

経済産業省

(社)海外電力調査会

実施期間：1992～2001年度
累計人数：1042名

※ 2001年度時点
関係予算：300,000千円（2001年度）

旧ソ連、東欧諸国、中国原子力発電所運転管理等国際研修事業（千人研修）
チェルノブイリ原子力発電所事故を受けて、旧ソ連、
東欧諸国、中国の原子力関係者を対象として、原子
力発電所の運転管理に関する研修を実施。

外務省

(独)国際協力機構（交付金）
(社)海外電力調査会
日本原子力発電株式会社

実施期間：2007年から実施
累計人数：21名
関係予算：10,053千円 (2009年度)

タイ、インドネシア、フィリ
ピン、チリ、カザフスタン

原子力発電基盤整備計画
開発途上国から研修員を受入れ、原子力システム

の概要や規制等に係る専門知識や技術の移転を実施。

経済産業省

(独)日本貿易振興機構
日本原子力発電株式会社

実施期間：2006年から実施
累計人数：受入 - 計92名

派遣 - 計69名
※ 2008年度末時点

関係予算：73,221千円 (2008年度)

ベトナム、インドネシア、
カザフスタン

原子炉導入可能性調査支援
原子力発電を導入する可能性のある国を対象とし

て、日本が培ってきた経験をもとに、原子力発電導
入のために必要な核不拡散体制の整備、原子力安全
規制体系の導入、原子力損害賠償制度の整備、人材
育成等が適切に行われるよう支援を実施。

文部科学省

(財)原子力安全研究協会
(独)日本原子力研究開発機構

実施期間：1985年から実施
累計人数：受入 - 計1705名

派遣 - 計 857名
※ 2008年度末時点

関係予算：215,688千円 (2009年度)

バングラディシュ、インドネ
シア、ベトナム、マレーシア、
フィリピン、スリランカ、中
国、タイ、オーストラリア*、
韓国*、カザフスタン、ウズ
ベキスタン、ミャンマー、モ
ンゴル、シンガポール
（*自費参加）

国際原子力安全交流対策（技術者交流・講師育成）
アジア諸国の技術者・研究者を対象として、原子

力に関する技術・知識を育成を実施。

所管省庁・実施機関実績対象国事業名／概要

出典）原子力人材育成関係者協議会報告書「原子力人材育成に向けた取組」（原産協会）をもとに事務局作成
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5-64 新規導入国等の原子力人材育成に関する取組②

・様々な国の原子力に対する協力が実施されている。

海外電力調査会における原子力に対する協力として実施されてきた事業

* 電源開発推進国に対する電力保安技術協力 《日本自転車振興会補助事業》 〔昭和60年度～平成14年度〕
* 集団研修｢原子力発電(基礎･基盤整備計画)｣コース 《国際協力機構受託事業》 〔昭和60年度～〕
* 原子力発電所運転管理等国際研修事業（通称:千人研修）《経済産業省委託事業》 〔平成4年度～平成13年度〕
* 原子力発電所安全管理等国際研修事業 《経済産業省委託事業》 〔平成14年度～平成18年度〕
* 原子力発電所安全管理等人材育成事業 《経済産業省委託事業》 〔平成18年度～〕
* 海外の電力関係機関からの要請による個別研修及び調査団の受入れ 〔昭和60年度～随時〕

出典）海外電力調査会HPより
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5-65 人材育成事業参加者のその後について

・我が国が実施している人材育成事業への参加者が、原子力関係機関の幹部を務めて

いる国もある。

原子力委員会 原子力技術センター 理事長JNCH10h

原子力放射線・原子力安全規制局 副局長
JNC
原研

H8
H12

h

原子力委員会 委員長原研H6h

原子力技術研究所 放射性廃棄物管理センター 所長原研H5g

大学 技術センター 所長原研H9f

原子力研究所 所長原研S61e

原子力庁 統括部長原研S62d

原子力庁 次官原研H9c

核工程研究設計院 副理事長原研H6b

原子力委員会 委員原研H11a

平成21年4月調査時点の役職受入れ先参加年度国

出典：原子力人材育成関係者協議会報告書（Ｈ２１．４）、社団法人日本原子力産業協会より一部抜粋
（提供：文部科学省）


